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１ 調査目的

スマートフォンや多様なインターネット接続機器の登場により、青少年のインターネット利用環境が急速に変化し

ている状況に鑑み、「青少年が安全に安心してインターネットを利用できるようにするための施策に関する基本的

な計画（第６次）」（令和６年９月９日こども政策推進会議決定）においては、諸外国の現状や取組等に関する調査

研究を実施することとされている。また、本年８月７日に『インターネットの利用を巡る青少年の保護の在り方に関

するワーキンググループ』において取りまとめられた『課題と論点の整理』では、今日の子どもたちを取り巻くイン

ターネットやデジタルサービス等の利用環境の実態に対して、必ずしも十分に適合しなくなっているとも指摘され

ており、インターネット環境整備法を含めた今後の我が国のインターネット利用を巡る青少年の保護の在り方にか

かる施策の検討に資するよう、昨今の生成 AI 技術の発達や SNS 利用者の低年齢化等の情勢、諸外国における

青少年のインターネット利用環境の整備に関する取組や法制度の情報を過去の調査を踏まえつつ、特にイギリス

の最新の制度状況の把握及び規制の実効性の観点に着目して整理することを目的として、実施する。

2 調査の概要
（１）調査項目

以下の内容について調査を実施した。

ア 過去の調査の情報更新下記の過去調査を参考としつつ、情報更新を適切に行い、必要に応じて条文の仮訳や
制度の補足説明を付けた。

イ 関係法令•ガイドラインの邦訳：オンライン安全法及びそれに関連するガイドラインについて、邦訳を作成した。

第Ⅰ部 調査概要
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ウ 個別追加調査：

過去の調査結果を踏まえつつ、以下の点について深堀り調査を実施した。必要に応じて、オンラインヒアリング
を想定を実施する。なお、追加調査項目については以下の他、制度改正の検討に資するよう、過去の調査で判明し
ていない判明していない点をできる限り広く調査した。
・オンライン安全法に基づき事業者等に課せられている規制の詳細について（条文ベース）
・事業者等の対応状況、受け止め、事業者等の対応に対する政府の評価等
・有害情報の定義付けの基本的考え方と経緯及び具体的な例示
・事業者による「こどもに有害なコンテンツ」「優先コンテンツ」の具体的な個別適用における考え方や課題等

３ 調査方法

（１）文献等調査
有識者指導のもと、文献、ウェブ及びヒアリングによる調査を実施した。

（２）有識者意見聴取
本調査内容に精通した日本国内の有識者に対して意見聴取を行い、調査対象の選定や調査内容、現

地有識者ヒアリング候補先に関する助言・指導を得た。

（３）調査実施期間：
2025年11月～2026年3月

氏名 所属・職位

齋藤 長行 仙台大学 教授

第Ⅰ部 調査概要
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第Ⅱ部 調査結果



1．イギリスにおける青少年のインターネット利用環境の現状

イギリス通信庁（Ofcom）が公表した最新の「Children and Parents: Media Use and Attitudes

Report 2025 ※1 」等のデータを基にした、青少年のインターネット利用実態によれば、デジタルデバイスへの

接触開始年齢の低下と、利用プラットフォームの多様化が報告されている。

具体的には、３〜４歳児の87%が何らかの形でオンラインを利用しており、５〜７歳児においても自分専用のタ

ブレットやスマートフォンを保有する割合が増加している。この傾向は、従来の保護者が管理しやすいリビングル

ームでの利用から、個室でのプライベートな利用への移行を促し、保護者の管理が及びにくい環境でのリスク接

触を増大させている。

また、利用するプラットフォームも YouTube や TikTok、Instagram といった主要 SNS に加え、

Discord や Roblox などのゲーミング・コミュニケーションプラットフォームへの分散が進んでいる。これらの

プラットフォームは、クローズドなコミュニティ形成機能や、ユーザー生成コンテンツ（UGC）のリアルタイム性が

高いため、従来型のフィルタリングやモニタリングが機能しにくいという特性を持つ。

さらに、2024年以降の急速な生成AI ツールの普及により、青少年が娯楽目的でChatGPT や画像生成 AI

を利用するケースが急増している。

これにより、フェイクニュースの拡散や、不適切なコンテンツ（性的ディープフェイク等）の生成・接触といった新

たなリスクが指摘されている。

これに伴い、2023年オンライン安全法（Online Safety Act 2023、以下 「OSA」という。 ※２） 成立以降、

英国では各種規範と規則が発効されている。

（１）青少年のデジタル利用動向と低年齢化

※１ https://www.ofcom.org.uk/media-use-and-attitudes/media-habits-children/children-and-parents-media-use-and-attitudes-report-2025
※２ オンライン安全法 https://www.legislation.gov.uk/ukpga/2023/50 （2026年３月25日閲覧）
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1．イギリスにおける青少年のインターネット利用環境の現状

リスク分類 具体的なリスク内容と近年の傾向

Content

（コンテンツ）

違法コンテンツ（テロ、児童性的虐待画像等）に加え、「合法だが有害なコンテンツ」

への接触リスクが増大している。特に、摂食障害の助長（Pro-ana）、自傷行為の推

奨、女性嫌悪（ミソジニー）に基づくヘイトスピーチなどが報告されている。アルゴリ

ズムによる「ラビットホール効果」が、これらの有害情報を増幅させるメカニズムと

して特定されている。

Contact

（接触）

オンライングルーミングや性的搾取（CSEA）のリスク。エンドツーエンド暗号化

（E2EE）環境下での検知の困難さが課題となっており、加害者がゲーム内チャット

や匿名 SNSを通じて児童に接近する手口が巧妙化している。

Conduct

（行為）

サイバーいじめ、セクスティング（性的画像の送受信）、又はリベンジポルノ（NCII） の
加害・被害。特に、AI を用いた「ヌード化アプリ」による画像の加工・拡散（性的 ディ
ープフェイク）が新たな加害形態として浮上している。

Consumer

（消費者）

詐欺広告、フィッシング詐欺、オンラインゲーム内のルートボックス（ガチャ）等の ギャ
ンブル的要素、インフルエンサーによるステルスマーケティングなど、青少年の金銭
的・心理的な影響を及ぼすリスク。

（２）青少年が直面するオンラインリスクの変容

※1  Ofcom, Children and parents: media use and attitudes report 2023 
Ofcom "Children’s Online Safety Code of Practice/ Ofcom "Illegal Content Draft Codes of Practice"

Ofｃomによれば、「4Cs（Content, Contact, Conduct, Consumer）」分類に基づき、イギリスの青少

年が直面するリスクの内容を整理する。OSAの規制設計も、これらのリスク類型に対応する形で構築されている
※1 
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英国オンライン安全法Online Safety Act 2023（以下 「OSA」という。 ※1 ） は、従来の「事後的な削除
（Notice and Takedown）」を中心とした規制から、システム設計段階でリスクを低減する「設計による安全
（Safety by Design）」を法的に義務付けた点にある。

従来の枠組では、有害コンテンツが発生した後にプラットフォームが対応すれば免責される傾向があったが、
OSA では「注意義務（Duty of Care）」の概念を導入し、事業者が自社のサービスに内在するリスクを能動的
に特定・評価し、そのリスクレベルに応じた「合理的かつ比例的な措置」を講じることを法的義務とした。このアプ
ローチは、急速に変化する技術や新たなリスクに対し、法改正を待たずに柔軟に対応することを可能にする。
法的構造は後項に示す4段階の多層的な文書群によって構成されている。

２．2023年オンライン安全法の構造

※１ https://www.legislation.gov.uk/ukpga/2023/50

（１）「注意義務（Duty of Care）」アプローチの採用

6



OSAにおいて、Ofcomには従来の通信規制当局の枠を超えた強力な権限が付与されている。

● 情報収集権限（第100条）：
Ofcomは事業者に対し、アルゴリズムの動作原理、モデレーションの統計データ、内部のリスク評価資料、利
用者の行動データなどの提出を命じることができる。この権限は、事業者のアルゴリズムの動作原理等を把
握し、説明責任を確保するための規定である。

● 制裁金（第137条）:
義務違反が認定された場合、Ofcom は「全世界年間売上高の 10%」又は「1,800 万ポンド（約 34 億円）

」のいずれか高い方を上限とする制裁金を科すことができる。これは GDPR（4%）を大きく上回る水準で

あり、巨大テック企業に対しても十分な抑止力を持つよう設計されている。

● 事業制限命令（第144条•146条）:
制裁金によっても改善が見られない場合、Ofcomは裁判所の許可を得て、決済プロバイダーやインターネッ

トサービスプロバイダ（ISP）、アプリストアに対し、当該サービスとの取引停止やアクセス遮断（ブロッキング）

を命じることができる。これは執行手段のうち最も重い制限措置として規定されている。

● 経営陣の刑事責任（第110条）:
児童保護義務に関する情報提供要請に対し、意図的に虚偽の情報を提供したり、データの隠蔽・破壊を行った

りした場合、上級管理職個人が刑事訴追の対象となる。

（２）規制当局Ofcomの権限と執行体制

２．2023年オンライン安全法の構造
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階層 文書区分 概要と法的効力

第 1 層

一次法（Primary
Act）

2023年オンライン安全法（Online Safety Act 2023）
規制の対象範囲、事業者の基本的義務、Ofcom の権限、罰則規定を定める法律本体。

第 2 層

二次法（Secondary
Legislation）

国務長官が議会の承認を得て定める詳細規定。

• 「2023年オンライン安全法（カテゴリ1、カテゴリ2A及びカテゴリ2Bの閾値条件）規則

2025(The Online Safety Act 2023 (Category 1, Category 2A and 

Category 2B Threshold Conditions) Regulations 2025）

第 3 層

実務規範（Codes of 
Practice）

Ofcomが策定し、議会承認を経て発効する準立法的文書。事業者がこの規範に記載された

措置を講じた場合、法的義務を遵守したとみなされる（セーフハーバー規定）。規範に従わな

い場合は、同等の効果を持つ代替措置を講じていることを自ら立証しなければならない。

•違法コンテンツユーザー間サービスに関する行動規範
•違法コンテンツ検索サービスに関する行動規範
•児童保護ユーザー間サービスに関する行動規範
•児童保護検索サービスに関する行動規範

第 4 層 指針 （Guidance）

Ofcom が発行する解説書や技術基準。リスク評価の具体的な手法、年齢確認技術の要件、

透明性報告書の様式、スーパーコンプレイント制度の手続などを示す。法的拘束力は規範より

弱まるが、遵守状況の判断基準となる。

• プロファイル別違法コンテンツリスクアセスメントガイダンス（2024年12月16日）

• 児童のアクセス評価（2025年４月24日）

• 児童リスクアセスメントガイダンスと児童リスク（2025年４月24日）

• 第3部サービス向け高度に有効な年齢確認ガイダンス （2025年４月24日）

• 女性と女児のオンライン上の安全確保に関するガイダンス（2025年11月25日）

• スーパーコンプレイント最終ガイダンス（2026年2月10日）

２．2023年オンライン安全法の構造

OSAの法的階層構造
（３）OSAの法的階層構造
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2025年３月17日、「違法な危害に関する行動規範（Illegal Harms Codes of Practice」が施行され、英国のオンライン安全
規制は本格的な運用フェーズに入った。このフェーズでは、すべての対象事業者に対し、サービスが違法行為に利用されるリスクを特
定し、そのリスクを低減するためのシステムとプロセスを構築することが義務付けられた※1 。

このOfcomが発行する実務規範は「ユーザー間サービス（User-to-User service、U2U）向け」と「検索サービス向け」に厳
密に分けて規定されている。

事業者は自社のサービス分類に応じ、違法コンテンツ対策義務（Illegal Content Duties for U2U、「ICU措置（U2U向
け）」）や検索向け対策義務（Illegal Content Duties for Search、「ICS措置」）を適用し、システムレベルでの予防的措置を
講じる法的義務を負う。
• 違法コンテンツユーザー間サービスに関する行動規範 （Illegal content Codes of Practice for user-to-user 

services）
• 違法コンテンツ検索サービスに関する行動規範 （Illegal content Codes of Practice for search services）

また、2025年7月25日には、児童保護に関する行動規範（Protection of Children  Code of Practice）が施行され、
これも同様にユーザー間サービスと検索サービス向けに分かれている。

前者はSNS等のユーザー間サービスにおいて、未成年者が有害コンテンツにさらされるリスクを低減するための具体的措置（設
計・運用・年齢確認等）を示すものであり、事業者はこれに従うことで、Online Safety Act 2023上の義務を適切に履行したも
のと推定される。後者は、検索エンジンにおける結果表示やランキング等を通じた有害情報へのアクセスを抑制するための基準を
示すものであり、特に児童に対するリスク軽減措置を具体化する役割を有する。これにより、検索サービスにおける児童保護義務
の実効性が確保される。

• 児童保護ユーザー間サービスに関する行動規範 （Protection of Children  Code of Practice for user-to-user 
services）

• 児童保護検索サービスに関する行動規範 （Protection of Children  Code of Practice for search services）

（４）実務規範の発効

２．2023年オンライン安全法の構造

※１ https://www.ofcom.org.uk/online-safety/illegal-and-harmful-content/online-safety-regulatory-documents
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２．2023年オンライン安全法の構造

（５）2023年オンライン安全法以降の流れ

時期 日本語名称 内容（要点）

2023年10月26日
「オンライン安全法」（OSA） オンラインサービスに対し、違法コンテンツ対策及び児童保護義務等を包括的に課す基本法 Online 

Safety Act 2023

2024〜2025頭 行動規範（策定） 規制当局が、法令遵守のための具体的措置（Codes of Practice）を段階的に提示

2025年2月26日

「閾値条件規則」成立 サービス規模・機能等に基づき、規制区分（Category 1等）を策定
・ 2023年オンライン安全法（カテゴリ１、カテゴリ２A及びカテゴリ２Bの閾値条件）規則2025

2025年３月

違法コンテンツ対策に関する
行動規範の発効

ユーザー間サービス及び検索サービスに対する違法コンテンツ対策の具体的実施手段（ICU/ICS）を
提示、事業者に対し、違法コンテンツの検知・評価・削除等の義務が法的に適用開始
• 検索サービス向け違法コンテンツ実務規範
• ユーザー間サービス向け違法コンテンツ実務規範

2025年4月24日
児童リスク評価ガイダンス 子どもの利用を前提としたリスク評価の方法及び考慮要素を提示

・児童のアクセス評価
・児童リスク評価ガイダンス及び児童リスクプロファイル

2025年6月19日
「データ利用及びアクセス法」
成立

データ利用及びアクセスに関する制度を整備（OSAと並行する関連法制）
・Data (Use and Access) Act 2025（DUAA）

2025年7月25日

児童保護に関する行動規範
の発効

年齢確認、リスク低減措置等、児童保護義務の具体的実施方法を提示、子どもの安全確保に関する義
務が実際に適用開始
• ユーザー間サービス向け児童保護実務規範
• 検索サービス向け児童保護実務規範

2025年11月
女性と女児のオンライン上の
安全確保に関するガイダンス

Guidance on a safer life online for women and girls（2025年11月25日）

2025年12月
「優先犯罪規則」成立 特に重大な違法行為（優先犯罪）の範囲を明確化

・ 2023年オンライン安全法（優先犯罪）改正規則2025

2026年以降
制度の本格運用 カテゴリ区分ごとの追加義務適用及び執行の本格化
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３．オンライン安全法（OSA2023）の内容と二次法

OSAの規制対象となるのは、ユーザー生成コンテンツ（UGC）を取り扱う「ユーザー間サービス（User-to-

User Services）」と、検索エンジンを提供する「検索サービス（Search Services）」である。

2025年2月26日に成立した二次法「2023年オンライン安全法（カテゴリ1、カテゴリ2A及びカテゴリ2Bの閾

値条件）規則2025(The Online Safety Act 2023 (Category 1, Category 2A and Category 

2B Threshold Conditions) Regulations 2025）」により、サービスのリスクと規模に応じたカテゴリー

分類の閾値が確定した。なお、Ofcomによるカテゴリー指定の登録簿（Register）の公表は、当初の予定より

遅れて2026年７月になる見込みであり、カテゴリー1事業者への追加義務の完全適用にはタイムラグが生じて

いる。

しかし、違法コンテンツ対策や児童保護義務はカテゴリーに関わらず、既に全事業者に適用されている※1 。

（６）規制対象サービスの定義と分類（2025年成立の二次法）

※１ 2023年オンライン安全法（カテゴリ1、カテゴリ2A及びカテゴリ2Bの閾値条件）規則2025 （2026年３月2５日閲覧）
(The Online Safety Act 2023 (Category 1, Category 2A and Category 2B Threshold Conditions) Regulations 2025)
https://www.legislation.gov.uk/uksi/2025/226/note/made ，
Implementation of the Online Safety Act - House of Commons Library, https://commonslibrary.parliament.uk/research-briefings/cdp-2025-0043/
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３．オンライン安全法（OSA2023）の内容と二次法

カテゴリー 指定基準（閾値） 主な追加義務

カテゴリー1
（第３条）

U2Uサービスが以下のいずれかに該当する場合；

（a）英国の月間平均アクティブユーザー数（Monthly Active 

Users、MAU）が3,400万人超かつ推奨システムを有する場合

又は

(b)英国のMAUが700万人超かつ推薦システムに加え共有・転送機

能を有する場合

透明性報告書の提出、成人利用者への

エンパワーメントツール（フィルタリング

機能等）の提供、詐欺広告の防止、民主

的・ジャーナリズムコンテンツの保護義

務。

カテゴリー2A
（第４条）

検索サービス又は結合サービスの検索エンジンが、以下の要件を満た
す場合：
（a）英国のMAUが700万人を超えること かつ
(b)例外に該当する検索エンジンでないこと

透明性報告書の提出、詐欺広告の防止義
務。

カテゴリー2B
（第５条）

英国のMAUが300万人を超えかつ、特定のリスク機能（ダイレクト

メッセージ等） を有するU2Uサービス
透明性報告書の提出義務。

非該当カテゴリー
上記以外の全ての対象サービス 基本的な違法コンテンツ対策、児童保

護義務（年齢確認、リスク評価等）。

（６）規制対象サービスの定義と分類（2025年成立の二次法）

「2023年オンライン安全法（カテゴリ1、カテゴリ2A及びカテゴリ2Bの閾値条件）規則2025」
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OSAの規制対象は、ユーザー生成コンテンツ（UGC）を機能の一部として提供するサービス全般に及ぶ。「ユ
ーザー間サービス（User-to-User Services）」と「検索サービス（Search Services）」に大別されるが、そ
の範囲は極めて広い。SNSや動画共有サイトだけでなく、オンラインゲームのチャット機能、レビューサイト、出会
い系アプリ、さらにはポルノグラフィサイトも含まれる。

一方で、リスクが低いと見なされる以下のサービスは規制対象から除外されている。
（OSAスケジュール1 ※1）

● 電子メール、SMS、MMS（一対一の私的通信）。
● 内部ビジネスツール（企業内でのみ使用される Slack やTeams 等）。
● ニュースサイトのコメント欄（パブリッシャーによる編集管理下にある場合）。
● Eコマースサイトの商品レビュー（主要目的が物品販売である場合）。

（７）規制対象サービスと除外規定

３．オンライン安全法（OSA2023）の内容と二次法

※１ https://www.legislation.gov.uk/ukpga/2023/50/schedule/1 （2026年３月2５日閲覧）
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【OSA２０２３で定義された犯罪類型】

○てんかん発作の誘発（Epilepsy Trolling）: OSA第183条により、光過敏性てんかんを持つ利用者を狙

い、点滅する画像を意図的 に送信する行為が犯罪化された。

○自傷行為の助長（Encouraging or assisting Serious Self-harm）：OSA第184条※１により、自殺

や深刻な自傷行為を教唆又は幇助する通信を行うことが明確に犯罪化され、プラットフォーム上の削除義務

の対象となった。 （※「2023年オンライン安全法（優先犯罪）改正規則2025」により改正）

○サイバーフラッシング（Cyber-flashing）: OSA第187条により、同意なく性的な画像を送信する行為が

犯罪化された。

○性的ディープフェイク: データ利用及びアクセス法（Data (Use and Access)Act ※２）等との連携により、

同意なき性的ディープフ ェイクの「共有」だけでなく「作成」自体も犯罪化された※3。プラットフォームは、AI生成

画像であってもCSEAと同様に能動的に検知・削除する義務を負う。

※1 https://www.legislation.gov.uk/ukpga/2023/50/section/184
※2 https://bills.parliament.uk/bills/3825
※3 https://www.legislation.gov.uk/ukpga/2025/18/section/138 （2026年３月2５日閲覧）

OSA２０２３の成立に合わせて、デジタル空間特有の加害行為に対処するための犯罪類型が創設・定義されている

（８） 優先的違法コンテンツと新たな犯罪類型

３．オンライン安全法（OSA2023）の内容と二次法
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OSAは、特に事業者が能動的に検知・削除すべき「優先的違法コンテンツ」をスケジュール５－7 ※１で指定して

おり、これらコンテンツを「優先的違法コンテンツ」として指定し、プロアクティブな対策を求めている 。

【OSA（従来の優先犯罪）】

● テロリズム: テロ行為の賛美、勧誘、訓練資料の共有。（スケジュール５）

● 児童性的搾取•虐待（CSEA）: グルーミング、児童ポルノの製造・配布。（スケジュール６）

● 詐欺: 金融詐欺、なりすまし。

● ヘイトクライム: 人種、宗教、性的指向等に基づく憎悪の扇動。（スケジュール７）

※１ https://www.legislation.gov.uk/ukpga/2023/50/
※２ 2023年オンライン安全法（優先犯罪）改正規則2025 https://www.legislation.gov.uk/ukdsi/2025/9780348275698 （2026年３月2５日閲覧）

（８） 優先的違法コンテンツと新たな犯罪類型

３．オンライン安全法（OSA2023）の内容と二次法

2023年オンライン安全法（優先犯罪）改正規則2025（The Online Safety Act 2023 (Priority 
Offences) (Amendment) Regulations 2025、成立：2025年12月18日）により、デジタル空間特有
の新たな加害行為に対応するため、以下の犯罪類型が追加・強化された※２ 。

・深刻な自傷行為の教唆又は幇助（OSA184条の改正）
・陰部写真等の送信、親密画像の共有・脅迫共有（性犯罪法2003年の改正）
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1. 危害の理解（Understand Harms）:
テロリズム、児童性的搾取（Child Sexual Exploitation and Abuse、CSEA）、詐欺、ヘイトクライムなど、
法律で定義された「優先的違法コンテンツ（Priority Illegal Content）」の種類と性質を理解する。

2. リスクの評価（Assess Risk）:
自社サービスのユーザー特性（児童の割合等）、機能特性（ライブ配信、暗号化の有無）、アルゴリズムの 影響
（拡散速度）を分析し、各違法コンテンツが出現する確率と被害の深刻度を評価する。

3. 対策の決定（Decide Measures）:
リスクレベルに応じた軽減策（モデレーションツールの導入、通報機能の改善、デフォルト設定の変更等）を決
定し、実装する。

4. 報告と更新（Report, Review and Update）:
評価結果を記録し、Ofcom の要請に応じて提出できるようにする。また、サービスの機能変更や新たなリス 
クの出現に合わせて、評価を定期的に更新する。

OSA第９条に基づき、事業者は「適切かつ十分な（suitable and sufficient）」リスク評価を実施しなければ

ならない。Ofcomの「違法コンテンツに関するリスク評価ガイダンス」によれば、このプロセスは以下の４つのステッ

プで構成される※１。

（１）違法コンテンツリスク評価（Illegal Content Risk Assessment）

４．違法な危害に関する対応

※１ Ofcom, Illegal Content Risk Assessment Guidance, 2024年12月16日
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テロリズムやCSEAコンテンツ（Child Sexual Exploitation and Abuse／Child Sexual Abuse 
Material、CSAM：児童の性的搾取及び性的虐待））に対しては、ユーザーからの通報を待つだけでなく、AIやハ
ッシュマッチング技術（既知の違法画像データベースとの照合）を用いて能動的にコンテンツを検知・削除すること
が求められている。

また、OSA第121条※１は、Ofcom に対し、エンドツーエンド暗号化（E2EE）を採用しているサービスに対しても
必要かつ比例的と判断した場合に「技術通知（Technology Notices）」を発出し、子どもの安全を確保するため
に必要な技術的措置（クライアントサイドスキャン等）の導入を命じる権限を与えている。

これに対し、メッセージングアプリ事業者は、プライバシーとセキュリティを損なうとして強く反発しており、
Ofcomは現在のところ、この権限の発動には慎重な姿勢を崩さず、メタデータ分析（通信パターンからのグルー
ミング検知）などの代替手段によるリスク低減を優先的に求めている状況にある。

テロリズムやCSEAに関しては、ユーザーからの通報を待つだけでなく、AIやハッシュマッチング技術（既知の違
法画像データベースとの照合）を用いて能動的にコンテンツを検知・削除することが推奨されている。

Ofcomは、エンドツーエンド暗号化（E2EE）を採用しているサービスに対しても、児童の安全を確保するために
必要な技術的措置（クライアントサイドスキャン等）の導入を命じる権限（Technology Notices）を有しており、
プライバシーと安全のバランスを巡る議論の中心となっている。

※１ https://www.legislation.gov.uk/ukpga/2023/50/section/121 （2026年３月25日閲覧）

（２）プロアクティブな技術の活用

４．違法な危害に関する対応
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５-1．ユーザー間サービスに関する違法コンテンツ実務規範※１の構造

※1 https://www.ofcom.org.uk/siteassets/resources/documents/online-safety/information-for-industry/illegal-harms/illegal-content-codes-
of-practice-for-user-to-user-services-24-feb.pdf?v=391889 （2026年３月20日閲覧）

■ 位置づけ：ユーザー間サービスプロバイダーに課される「違法コンテンツに関する義務」を具体化する実務
指針。

■ 特徴：利用規約の明確化・執行、コンテンツモデレーション（違法コンテンツの検出・削除）、報告及び苦情対
応、推薦システムの制御、ユーザーアクセス制限等を通じて、違法コンテンツの発生・拡散・再発を抑制する。

■ 狙い：ユーザーが生成・共有する違法コンテンツとその拡散の管理

目次番号 タイトル 概要・主な内容

第 １ 部 序論(Introduction) 目的・法的背景・位置づけ説明

第 2 部
適応範囲（Application and 
Scope)

どのサービス・どの範囲に適用されるかを定義

第 3 部
推奨措置一覧（Index of 
recommended measures）

各措置と法的義務との対応関係を整理した一覧表。各推奨措置がどの法的義務

に対応するかを明示。

第 4 部
推奨される措置
（Recommended measures）

概要：具体的に何をすべきかを示す実務ルールを記載。

第 ５ 部
解釈・定義(Interpretation / 
Definitions)

概要：コード内で使用される用語の定義・解釈ルール

（２） 目次設計

（１） 主なポイント
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分類 分野 概要

A
ガバナンス及び説明責任（Governance 
and accountability）

違法コンテンツ対策に関する責任体制を確立し、上級管理職による監督、
方針・手続・内部統制の整備、記録保持及び定期的見直しを行う。

C
コンテンツモデレーション（Content 
moderation）

違法コンテンツの検出、削除、制限等の措置を講じ、サービス上での違法
コンテンツの存在及び拡散を防止・低減する。

D
報告及び苦情対応（Reporting and 
complaints）

ユーザーが違法コンテンツを報告できる仕組みを提供し、当該報告及び
苦情に対して迅速かつ適切に対応する手続を整備する。

E 推薦システム（Recommender systems）
推薦アルゴリズムにより違法コンテンツが拡散・増幅されることを防止す
るため、設計・調整・制御を行う。

F
設定・機能及びユーザー支援（Settings, 
functionalities and user support）

ユーザー保護のための設定や機能を提供し、それらを理解し適切に利用
できるよう支援・案内を行う。

G 利用規約（Terms of service）
利用規約において違法コンテンツ及び関連行為を明確に禁止し、その規
約を一貫して適用・執行する。

H ユーザーアクセス（User access）
違法コンテンツに関連するユーザーへのアクセス（例：アカウント機能やサ
ービス利用）について、制限・停止等の措置を講じ、リスクの継続的発生
を防止する。

J ユーザーコントロール（User controls）
ユーザーが違法コンテンツへの接触や関与を管理できるよう、ブロック、
制限、設定等のコントロール機能を提供する。

５-1．ユーザー間サービスに関する違法コンテンツ実務規範※１の構造

※1 「分類」記載のアルファベットはOSAに基づく各義務をOfcomが実務的に整理したもの。

※１

（３） 主な推奨措置
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５-2．検索サービスに関する違法コンテンツ実務規範※１の構造

※1 https://www.ofcom.org.uk/siteassets/resources/documents/online-safety/information-for-industry/illegal-harms/illegal-content-codes-
of-practice-for-search-services-24-feb.pdf?v=391888 （2026年３月20日閲覧）

（１） 主なポイント

■ 位置づけ：検索サービスプロバイダーに課される「違法コンテンツに関する義務」を具体化する実務指針。
■ 特徴：検索モデレーション、検索結果の順位付け・表示制御、報告及び苦情対応、セーフサーチ等の設定・機能、

公開情報の提供を通じて、違法コンテンツへのアクセスを抑制する。
■ 狙い：検索を通じた違法コンテンツへのアクセスの防止・低減

目次番号 タイトル 概要・主な内容

第 １ 部 序論(Introduction) 目的・法的背景・位置づけ説明

第 2 部
適応範囲（Application and 
Scope)

どのサービス・どの範囲に適用されるかを定義

第 3 部
推奨措置一覧（Index of 
recommended measures）

各措置と法的義務との対応関係を整理した一覧表。各推奨措置がどの法的義務

に対応するかを明示。

第 4 部
推奨される措置
（Recommended measures）

概要：具体的に何をすべきかを示す実務ルールを記載。

第 ５ 部
解釈・定義(Interpretation / 
Definitions)

概要：コード内で使用される用語の定義・解釈ルール

（２） 目次設計
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分類※１ 分野 概要

A
ガバナンス及び説明責任（Governance 
and accountability）

違法コンテンツ対策に関する責任体制を確立し、上級管理職による監督、
方針・手続・内部統制の整備、記録保持及び定期的見直しを行う。

C
検索モデレーション（Search 
moderation）

検索結果の順位付け、表示、削除又は制限等を通じて、違法コンテンツ
へのアクセスを防止又は低減する措置を講じる。

D
報告及び苦情対応（Reporting and 
complaints）

ユーザーが違法コンテンツを報告できる仕組みを提供し、当該報告及び
苦情に対して迅速かつ適切に対応する手続を整備する。

F
設定・機能及びユーザー支援（Settings, 
functionalities and user support）

セーフサーチ等の安全設定や機能を提供し、ユーザーがそれらを理解し
適切に利用できるよう支援・案内を行う。

G
公開情報（Publicly available 
statements）

違法コンテンツ対策に関する方針、措置及び運用について、明確かつ理
解可能な形で公に利用可能な情報を提供する。

5-2．検索サービスに関する違法コンテンツ実務規範※１の構造

※１ 「分類」記載のアルファベットはOSAに基づく各義務をOfcomが実務的に整理したもの。

（３） 主な推奨措置
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令和6年度の過去調査時点において、オンライン安全法（OSA 2023）は成立していたものの、規制の具体的手
法を定める実務規範は策定段階であった。本調査期間において、Ofcomにより対象サービス形態（ユーザー間／
検索）及び対象リスク（違法コンテンツ／児童保護）に応じた4つの主要な実務規範（Codes of Practice）が正
式に発効し、法的義務が実務的なシステム要件へと具体化された。
これらを背景に、2025年３月17日に「違法コンテンツ実務規範」2025年７月25日に「児童の保護に関する実務
規範（Protection of Children Codes of Practice）」が発効された。

6-1．OSA 2023から実務規範（Codes of Practice）への接続構造
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（1）ユーザー間サービスに関する違法コンテンツ実務規範 
(Illegal content Codes of Practice for user-to-user services)

○根拠条文: OSA第10条（違法コンテンツに関する安全義務）等。
○役割: ユーザー間サービスにおける違法コンテンツ等への遭遇を防止し、リスクを軽減・管理する具体策を規定。
2025年3月発効。

（2）検索サービスに関する違法コンテンツ実務規範
 (Illegal Content Codes of Practice for Search Service)
○根拠条文: OSA第27条（検索サービス向け違法コンテンツ安全義務）等。
○役割: 検索結果を通じた違法コンテンツへの遭遇リスクを最小化する措置を規定。2025年3月発効。

（3）ユーザー間サービスに関する児童保護実務規範
 (Protection of Children Code of Practice for user-to-user services)
○根拠条文: OSA第12条（ユーザー間サービスにおける児童保護義務）等。
○役割: 児童がアクセスする可能性が高いユーザー間サービスにおいて、こどもに有害なコンテンツとの

遭遇を防ぐための年齢確認やコンテンツモデレーションなどを規定。2025年7月発効。
（4）検索サービスに関する児童保護実務規範

 (Protection of Children Code of Practice for search services)
○根拠条文: OSA第29条（検索サービスに関する児童保護義務）等。
○役割: 検索サービスにおいて、セーフサーチの適用などを通じて児童を有害コンテンツから保護する仕組

を提示。2025年7月発効。

事業者は、自らのサービス分類と対象リスクに応じたこれらの実務規範の推奨措置に従うことで、OSAの法的義
務を遵守しているとみなされる（セーフハーバー規定）。

6-1．OSA2023から実務規範（Codes of Practice）への接続構造
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※１ https://www.gov.uk/government/publications/online-safety-act-protection-of-children-codes-of-practice-explanatory-memorandum/online-safety-
act-protection-of-children-codes-of-practice-explanatory-memorandum
※２ Important dates for Online Safety compliance - Ofcom, https://www.ofcom.org.uk/online-safety/illegal-and-harmful-
content/important-dates-for-online-safety-compliance https://www.ofcom.org.uk/online-safety/illegal-and-harmful-content/quick-guide-
to-childrens-safety-codes （2026年３月24日閲覧）

OSA第12条（ユーザー間サービス向け）及び第29条（検索サービス向け）は、子どもを保護する安全義務を規
定している。

概要：「事業者は、子どもに有害なコンテンツによってもたらされる危害のリスクを軽減及び管理するため、比
例的なシステム及びプロセスを運用する義務を負う。

また、特定された有害コンテンツカテゴリーへの子どもの遭遇を防止するよう、サービスの設計と運用を構
築しなければならない。」

補足： 単なる規約での禁止にとどまらず、システムの設計段階から子どもを保護する「セーフティ・バイ・デザ
イン」の実装が法的に強制される。

これらを背景に、2025年７月25日、「児童の保護に関する実務規範（Protection of Children Codes of
Practice※１）」が発効された。
このフェーズは OSAの核心部分であり、成人のアクセス権を維持しつつ、子ども（18歳未満）に対しては「最高レ

ベルの保護」を提供するという非対称的な（Asymmetric）規制モデルを確立している。

対象となるのは、「児童によってアクセスされる可能性が高い（likely to be accessed by children）」と判
定されたすべてのサービスである※２

。

（１） 児童保護規制の施行とアシンメトリーな保護

6-1．OSA2023から実務規範（Codes of Practice）への接続構造
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OSA第12条は、ユーザーがコンテンツを生成・共有する「ユーザー間サービス（User-to-User services）」
に対し、事後的な削除対応にとどまらず、システムの設計段階から児童を保護する「セーフティ・バイ・デザイン
（Safety by Design）」を義務付けた主要な条文である。

6-2．OSA2023第12条（ユーザー間サービス）の条文訳と法的構造

【条文訳：第12条（児童を保護する安全義務）抜粋】

(2) サービスプロバイダは、以下の目的のために、サービスの設計又は運用に関連する「比例的な措置
（proportionate measures）」を講じる、又は使用する義務を負う。
(a) 最新の児童リスク評価において特定された、異なる年齢層の児童に対する危害のリスクを軽減及び管理

すること。
(b) サービス上に存在する児童に有害なコンテンツによってもたらされる、異なる年齢層の児童に対する危

害の影響を軽減すること。

(3) サービスプロバイダは、以下の目的のために設計された「比例的なシステム及びプロセス」を用いてサービス
を運用する義務を負う。
(a) いかなる年齢の児童も、年齢確認技術又は年齢推定技術（あるいはその両方）であって極めて効果的

（highly effective）なものを使用することにより、サービス上の「児童に有害な最優先コンテンツ
（primary priority content）」に遭遇することを防止（prevent）すること。

(11) サービスプロバイダは、利用規約（Terms of service）において、本条の義務を遵守するために使用され
る措置の詳細を規定し、かつ、当該規定を一貫して適用（apply consistently）する義務を負う※１ 。

※1 Changes over time for: Section 12 - Online Safety Act 2023, https://www.legislation.gov.uk/ukpga/2023/50/section/12 （2026年3月2６日閲覧）
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6-2．OSA2023第12条（ユーザー間サービス）の条文訳と法的構造

【制度の補足説明：比例原則と防止義務】

条文内で用いられる「比例的な措置」とは、各プラットフォームの規模や機能に基づくリスク評価の結果に応じて、
合理的な水準の対策を求めるものである。一方で、第3項(a)における「最優先コンテンツ（ポルノグラフィや自傷
行為の助長等）」への対応においては、表現がリスクの「軽減」ではなく「防止（prevent）」へと厳格化されている。

これは、年齢確認等の技術的関門を設け、児童のアクセスを設計段階から遮断することを法的に要求するもの
である。
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第29条は、検索エンジン（検索サービス）に対する児童保護義務を規定している。検索エンジンはコンテンツを
自らホストしていないが、有害情報への経路として機能するため、検索結果や予測検索の制御といったシステム
管理が求められる※１ 。

6-3． OSA2023第29条（検索サービス）の条文訳とアルゴリズム制御

【条文訳：第29条（検索サービスにおける児童保護義務）抜粋】
(1) 本条は、児童によってアクセスされる可能性が高い（likely to be accessed by children）規制対象検

索サービスに関連して適用される、児童のオンライン上の安全を保護する義務を定める。
(2) サービスプロバイダは、サービスの設計又は運用に関連して、異なる年齢層の児童に対する危害のリスクを

軽減及び管理するために、比例的な措置を講じる義務を負う。
(3) サービスプロバイダは、いかなる年齢の児童も「児童に有害な最優先コンテンツ」に遭遇するリスク、及び特

定の年齢層の児童が「その他の有害コンテンツ」に遭遇するリスクを最小化（minimise）するために設計され
た、比例的なシステム及びプロセスを用いてサービスを運用する義務を負う※２。

【制度の補足説明：遭遇リスクの最小化とセーフサーチ機能】
ユーザー間サービスの第12条がコンテンツとの接触の「防止（prevent）」を求めているのに対し、第29条は検

索エンジンがウェブ全体をインデックスするという特性から「最小化（minimise）」という表現を用いている。これ
に対応する「検索サービスに関する児童保護実務規範」では、児童の利用が想定されるアカウントにおいてセーフ
サーチ機能を適用することや、予測検索（オートコンプリート）において有害な単語をサジェストしないようシステ
ムを調整することが求められている。

※1 ONLINE SAFETY BILL EXPLANATORY NOTES, https://bills.parliament.uk/publications/49377/documents/2735
※2 Changes over time for: Section 29 - Online Safety Act 2023 https://www.legislation.gov.uk/id/ukpga/2023/50/section/29 (2026年３月2６日閲覧）
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OSA第12条（６）で、高度に効果的な年齢確認（highly effective age verification、HEAA）を義務化し
ており、「子どもの保護に関する実務規範」（2025年３月17日）にて具体化している。

推奨されるHEAAの手法※１

1.顔認証システムを用いた年令推定（Facial Age Estimation）:
ユーザーが自撮り写真をアップロードし、AI が骨格や皮膚の特徴から年齢を推定する技術（Yotiなどが提
供。）
個人を特定せずに年齢層のみを判定するため、プライバシー侵害のリスクが比較的低いとされる。

2.本人確認書類の提出（ID Verification）:

パスポートや運転免許証などの公的身分証の提出による厳格な確認。

3.クレジットカード確認:

成人であることの証明としてクレジットカード情報を利用する。

4.携帯キャリア確認:

携帯電話契約時の本人確認情報を活用する。

2025年７月以降、ポルノサイトや主要 SNS はこれらの技術を実装し、児童のアクセスを遮断するか、児童用のア

カウント設定を強制的に適用している。Ofcomは、適切な年齢確認を導入していない成人向けサービスに対して

実際に制裁金を科しており、例えば2025年12月には AVS Group Ltd に対して100万ポンドの罰金を科す

など、厳格な執行を行っている。

※１ https://www.ofcom.org.uk/siteassets/resources/documents/consultations/category-1-10-weeks/statement-age-assurance-and-childrens-
access/part-3-guidance-on-highly-effective-age-assurance.pdf?v=395680 （2026年３月26日閲覧）

6-4．技術的介入1

技術的介入1：高度に効果的な年齢確認（HEAA）
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OSA2023は、成人にとっては合法であるが児童にとっては有害なコンテンツに対し、有害性の深刻度に応じ
てコンテンツを階層化し、介入の強度を変化させるモデルを採用している。

【制度の補足説明：透明性と一貫性の確保】 これらの対応を運用するため、OSA第12条第11項は、対応策を利
用規約（ToS）に明確に規定し、それを一貫して適用（apply consistently）することをプロバイダに義務付け
ている。

6-5．技術的介入2

有害コンテンツの法的分類 定義及び具体例 義務のレベル

最優先コンテンツ
(Primary Priority Content)

児童の発達や生命に深刻な危害を与えるコンテンツ。ポルノグラ
フィ、自殺や深刻な自傷行為の推奨・助長などが該当する。

防止
(Prevent)

優先コンテンツ
(Priority Content)

児童に危害を与えるリスクが高いコンテンツ。サイバーいじめ、残
酷な暴力描写、ヘイトスピーチなどが含まれる。

保護・最小化
(Protect/Minimise)
及び軽減
(Mitigate)

非指定コンテンツ
(Non-designated Content)

法律で明示的に指定されていないが、児童に重大な悪影響を及
ぼす可能性があるコンテンツ。うつ病の美化や、極端な身体的理
想の押し付けなどが想定される。

リスク評価と軽減策の実施
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6-5．技術的介入2

先行研究等の指摘によれば、OSA においては、プラットフォームのビジネスモデルと不可分であるアルゴリズム
によるコンテンツ推奨機能に対し、安全配慮義務（Duty of Care）の観点から、包括的な規制の網をかけた点に
ある。

● ラビットホール効果の防止:

児童が一度「ダイエット」や「悲しい気持ち」に関する動画を検索・視聴すると、アルゴリズムが学習し、徐々に「拒食
症の推奨」や「自傷行為」といった過激なコンテンツを次々と自動再生・推奨し続ける現象（ラビットホール効果）が
問題視されてきた。 事業者はアルゴリズムのパラメータを調整し、こうした有害な増幅を遮断する義務を負う。

● より安全なフィード（Safer Feeds）:
事業者はアルゴリズムの設計を見直し、児童に対しては「有害コンテンツの推奨を遮断する」、あるいは「多様な

視点のコンテンツを意図的に混ぜる」などの調整を行うことが義務付けられている。特に、抑うつ的なコンテン

ツが連続して表示されることによる累積的な危害（Cumulative Harm）への対策が重視されている。

技術的介入2：アルゴリズム規制と「より安全なフィード（Safer Feeds）」

30



第12条及び第29条に規定された「最優先コンテンツとの遭遇防止」を果たすため、OSAは「極めて効果的な年
齢確認（Highly Effective Age Assurance: HEAA）」の導入を求めている。過去調査で課題とされていた
年齢確認の実装について、Ofcomは具体的な基準を示した。

【制度の補足説明：データ保護法との調整】
HEAAの導入にあたっては、英国のデータ保護規制が求める「データ最小化」との調整が必要となる。Ofcomや
情報コミッショナー事務局（ICO）は、顔の年齢推定技術のように、個人を特定せず年齢層のみを推定しデータが
保存されない「プライバシー重視（Privacy-Forward）」の技術的アプローチをHEAAの有効な手段として推奨
している。

6-6．「高度に効果的な年齢確認（HEAA）」の法的要請とプライバシーの均衡

年齢確認の手法とOfcomによる評価 具体的な技術例と実務上の扱い 法的有効性

自己申告・簡易確認 アカウント作成時の生年月日の手入力な

ど。

不十分（不可）

HEAAの要件を満たさない。

汎用決済手段による確認 年齢制限のないデビットカードを用いた

決済確認。

不十分（不可）

HEAAの要件を満たさない。

公的身分証明書の照合 パスポートや運転免許証の画像のアップ

ロード。

有効（HEAAとして認定）

顔の年齢推定技術 AIが顔の画像から年齢層を推定する技

術。

有効（HEAAとして認定）

データは即座に破棄される設計が推奨

される。

モバイルネットワーク連携 携帯電話事業者が保有する年齢情報を

照会する手法。

有効（HEAAとして認定）
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「子どものアクセス評価（Children's Access Assessment※１）」は、事業者が自らのサービスが子どもに利用
される可能性があるかどうかを判断するための重要なプロセスである。この評価は２段階のテストで構成される
※2。

1. ステップ 1: サービスに「高度に効果的な年齢確認（HEAA）」が導入されており、児童が確実に排除されてい
るかを確認する。

2. ステップ 2: HEAA がない場合、サービスに「相当数」の児童がアクセスしているか、又はサービス自体が児童
を惹きつける性質を持っているかを評価する。

「最優先コンテンツ」への接触防止義務を履行するため、Ofcomは「高度に効果的な年齢確認（Highly Effective
Age Assurance: HEAA）」の導入を義務付けた。従来の「私は18歳以上です」というチェックボックスや、生年月
日の自己申告（Self-declaration）は不十分とされ、認められていない※３。

※１ https://www.ofcom.org.uk/siteassets/resources/documents/consultations/category-1-10-weeks/statement-age-assurance-and-childrens-
access/childrens-access-assessments-guidance.pdf?v=395679
※２ Online Safety Act - GOV.UK, https://www.gov.uk/government/collections/online-safety-act

https://www.ofcom.org.uk/online-safety/illegal-and-harmful-content/quick-guide-to-childrens-safety-codes
※３ Statement: Age Assurance and Children‘s Access | Ofcom,、https://www.ofcom.org.uk/siteassets/resources/documents/consultations/category-1-
10-weeks/statement-age-assurance-and-childrens-access/statement-age-assurance-and-childrens-access.pdf?v=397036 （2026年3月26日閲覧）

6-6．「高度に効果的な年齢確認（HEAA）」の法的要請とプライバシーの均衡

技術的介入：高度に効果的な年齢確認（HEAA）
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７. 児童リスク評価ガイダンス及び児童のリスクプロファイル

※１ 児童リスク評価ガイダンス及び児童のリスクプロファイル（Children’s Risk Assessment Guidance and Children‘s Risk Profiles）
https://www.ofcom.org.uk/siteassets/resources/documents/consultations/category-1-10-weeks/statement-protecting-children-from-harms-online/main-
document/childrens-risk-assessment-guidance-and-childrens-risk-profiles.pdf?v=396653  （2026年3月26日閲覧）

• 「児童リスク評価ガイダンス及び児童のリスクプロファイル（Children’s Risk Assessment Guidance 
and Children‘s Risk Profiles） ※１ 」はOfcomがプロバイダ23年オンライン安全法に基づき発行した
ガイダンスである。

• オンライン安全法は、デジタルサービスプロバイダに対し、ユーザー、特に児童の安全を確保するための法的
義務を課す法である。従来の「通知と削除」という事後対応的なアプローチから、サービスの設計段階からリ
スクを低減する「セーフティ・バイ・デザイン（Safety by Design）」への転換を求めている点が最大の特徴
といえる。本ガイダンスは、この法的枠組みの中核を成し、サービスプロバイダが具体的にどのようにリスク
を特定、評価、管理すべきかを規定している。

• 本ガイダンスは、児童がアクセスする可能性が高い「ユーザー間サービス」及び「検索サービス」のプロバイダ
を対象としている。その主たる目的は、プロバイダが自社サービス上で児童が直面しうる危害のリスクを「適
切かつ十分」に理解し、それに基づいた安全対策を講じることを支援することにある。具体的には、違法コン
テンツだけでなく、児童にとって有害な「合法的だが有害なコンテンツ」も評価の対象となる点が重要である。

本ガイダンスの構成と適用範囲
ガイダンスは大きく3つのパートと附属書で構成されている。
• 第1部:法的義務の構造。
• 第2部: 4段階のリスクと評価プロセス。
• 第3部:リスクプロファイルの詳細と証拠の活用方法
• 付録:具体的な適用事例を網羅的に記述
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７. 児童リスク評価ガイダンス及び児童のリスクプロファイル

第1部：児童リスク評価の義務と基本原則
児童リスク評価の義務（Children’s Risk Assessment Duties）

⚫ 法的義務の概要
第3部サービス（Part 3 services）のプロバイダは、自社サービスが児童によってアクセスされる可能性がある
場合、児童リスク評価を実施する法的義務を負う。この評価は、違法コンテンツリスク評価とは別個に行われる必
要があり、児童特有の脆弱性に焦点を当てたものである。
リスク評価を実施する前提として、すべての第3部サービスプロバイダはまず「児童アクセス評価（Children's 
Access Assessment）」を実施しなければならない。この初期評価により、サービスの一部又は全部が「児童に
よってアクセスされる可能性が高い」と判断された場合、完全な児童リスク評価の実施が義務付けられる。

⚫  「適切かつ十分な」評価の基準
Ofcomは、リスク評価が法的要件を満たすためには「適切かつ十分」でなければならないと規定している。この
基準を満たすためには、以下の要素を包括的に検討する必要がある。

1.有害コンテンツの遭遇リスク： 児童が「最優先コンテンツ」、「優先コンテンツ」、及び「非指定コンテンツ」に遭
遇するリスクを評価すること。

2.サービスの特性の反映： ユーザーベースの規模、児童の年齢層、使用言語、リスクを高める特定のグループ
特性などを考慮すること。

3.機能性の分析： 特に、大人が児童を含む他のユーザーと接触することを可能にする機能（DM、検索機能な
ど）や、コンテンツの拡散速度や範囲に影響を与えるアルゴリズムシステムの影響を評価すること。

4.設計と運用の考慮： ガバナンス体制、プロアクティブな技術（検知ツール等）、メディアリテラシーの促進策、
安全利用プロセスなどの既存のコントロール（統制）がリスクレベルにどう影響するかを分析すること。

5.利用形態の分析： 児童が意図された方法だけでなく、抜け穴を利用するなど「意図しない方法」でサービス
を利用する可能性も含めて分析すること。
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７. 児童リスク評価ガイダンス及び児童のリスクプロファイル

第1部：児童リスク評価の義務と基本原則
児童リスク評価の義務（Children’s Risk Assessment Duties）

➢ 年齢層ごとの個別考慮（Separate Consideration to Children in Different Age Groups）
本ガイダンスにおいて極めて重要な要件の一つが、児童を一括りにせず、異なる年齢層ごとのリスクの違いを考
慮することである。例えば、5歳の幼児と15歳のティーンエイジャーでは、直面するリスクの種類やコンテンツへの
感受性、リテラシーレベルが大きく異なる。プロバイダは、自社サービスのユーザーベースに含まれる年齢層を特
定し、それぞれの発達段階に応じたリスク評価を行うことが義務付けられている。
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７. 児童リスク評価ガイダンス及び児童のリスクプロファイル

第2部：児童リスク評価の実施方法（4段階プロセス）
Ofcomは、リスク評価を体系的かつ効果的に実施するために、以下の4段階のプロセスを推奨している。この

プロセスは循環的であり、一度実施して終わりではなく、継続的な見直しと改善が求められる。

➢  ステップ1：評価が必要な有害コンテンツの理解
リスク評価の第一歩は、自社サービスに関連する具体的な有害コンテンツの種類を特定し、理解することである。
2023年オンライン安全法は、児童に有害なコンテンツを明確にカテゴリー化しており、プロバイダはこれらすべ
てについて検討する必要がある。
• 表1：評価対象となる有害コンテンツの分類

カテゴリー 定義及び具体例

最優先コンテンツ
ポルノグラフィ：児童にとって不適切な性的コンテンツ。
生命に関わる危害：自殺、自傷行為、摂食障害を助長、促進、又はその方法を教示するコンテンツ。これらは直接的な生命の
危険や深刻な身体的危害に直結するため、最優先で対処すべきカテゴリーとされる。

優先コンテンツ

以下の8種類が指定されている：
1. いじめ（Bullying）：特定の個人を標的とした攻撃。
2. 深刻な暴力の助長：人に対する深刻な暴力を扇動するもの。
3. 虐待的コンテンツ：人種、宗教、性別、性的指向、障害、性別適合などの保護特性に基づく攻撃。
4. ヘイトの扇動：保護された特性に基づく憎悪の扇動。
5. 残酷な暴力：人間又は動物に対するリアルな暴力や負傷の描写。
6. 動物への暴力：動物に対する深刻な暴力や虐待。
7. 危険なチャレンジ：重傷を負う可能性が高いスタントや挑戦を助長するもの（例：失神ゲーム）。
8. 有害物質の自己摂取：毒物や危険な物質の摂取を促すもの。

非指定コンテンツ

法律で特定されていないが、児童に有害であると判断されるコンテンツ。
Ofcomは特に以下の2つを特定している：
1. 身体的特徴への偏見（Body Stigma）：体型や身体的特徴を侮辱・差別し、摂食障害等の前段階となりうるコンテンツ。
2. うつ病の美化：うつ病や絶望感をロマンチックに描き、治療を遠ざけるようなコンテンツ。
プロバイダは、これら以外にも自社サービス特有の非指定コンテンツがないか自ら特定する必要がある。
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７. 児童リスク評価ガイダンス及び児童のリスクプロファイル

第2部：児童リスク評価の実施方法（4段階プロセス）
➢  ステップ2：児童への危害リスクの評価（Assess）
特定された各コンテンツについて、児童がそれに遭遇する「可能性」と、遭遇した場合の「影響」を評価し、全体的
なリスクレベルを判定するプロセスである。これはリスク評価の中核をなすステップであり、Ofcomが提供する
「リスクレベル表」を用いて実施される。

2.1 リスクレベルの判定基準
プロバイダは、各コンテンツタイプについて「高」、「中」、「低」、「無視できる」のいずれかのリスクレベルを割り当
てる。この判定は機械的なものではなく、証拠に基づいた専門的な判断が求められる。
• 高リスクの判定基準：

- 重大な証拠の存在： ユーザーからの苦情、通報、又は外部専門家の指摘により、当該有害コンテンツがサ
ービス上で頻繁に遭遇されているという明確な証拠がある場合。

- 高い遭遇可能性： コンテンツが禁止されておらず、効果的な対策システムが存在しない場合。あるいは、
Ofcomの「児童リスクプロファイル」で特定されたリスク要因が多く該当し、かつ緩和策がない場合。

- 相当量のコンテンツ： サービス上に「相当量」の有害コンテンツが存在する証拠がある場合。
- 実害の発生： 多くの児童ユーザーが実際に危害を受けている証拠がある場合。
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７. 児童リスク評価ガイダンス及び児童のリスクプロファイル

第2部：児童リスク評価の実施方法（4段階プロセス）
➢  ステップ2：児童への危害リスクの評価（Assess）
2.1 リスクレベルの判定基準
• 中リスクの判定基準 

- 中程度の影響： 児童ユーザー数が10万人から100万人の範囲であり、潜在的な被害規模が一定レベル
にある場合。

- 中程度のコンテンツ量： 有害コンテンツが「ある程度」存在する証拠があるが、高リスクほど蔓延していな
い場合。

- リスク要因と緩和策の均衡： 一定のリスク要因（例：DM機能）が存在するが、一部の緩和策（例：デフォル
トでのDM制限）が講じられている場合。

- 証拠の不確実性： 証拠が決定的でない場合、「慎重を期す」原則に基づき、低リスクではなく中リスクを
選択すべきとされる。

• 低リスク及び無視できるリスク
-  遭遇の可能性が極めて低く、影響も限定的である場合。包括的なシステムとプロセスが非常に効果的に

機能しており、リスクを大幅に低減していることが実証できる場合に適用される。
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７. 児童リスク評価ガイダンス及び児童のリスクプロファイル

第2部：児童リスク評価の実施方法（4段階プロセス）
➢  ステップ2：児童への危害リスクの評価（Assess）

2.2 証拠の入力（Evidence Inputs）
評価の精度を高めるために、プロバイダは以下の2種類の証拠を使用しなければならない。

• コア入力： すべてのサービスが使用すべき基本的な証拠。これには、サービスの特性データ、Ofcomの
児童リスクプロファイル、ユーザーからの苦情・通報データ、以前のアクセス評価や違法コンテンツ評価の
結果が含まれる。

• 強化入力： 大規模サービスや高リスクサービスが使用すべき追加的な証拠。製品テスト、コンテンツモデ
レーションからの詳細なデータ、外部専門家への諮問結果、児童の行動に関する詳細な調査研究などが
該当する。
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７. 児童リスク評価ガイダンス及び児童のリスクプロファイル

第2部：児童リスク評価の実施方法（4段階プロセス）
➢  ステップ3：対策の決定と実施、記録
リスクレベルを確定した後、プロバイダはそのリスクを管理・低減するための具体的な安全対策を決定する。
Ofcomは「児童保護行動規範」を発行しており、プロバイダは原則としてこれに従うことが推奨される。

• リスクベースのアプローチ： 
対策の強度はリスクレベルに比例すべきである。高リスクと判定された領域には、より強力な介入（例：厳格
な年齢確認、コンテンツフィルタリングのデフォルト適用）が必要となる。

• セーフハーバー制度： 
行動規範に記載された対策をすべて適切に実施することで、プロバイダは法的義務を遵守していると見なさ
れる（セーフハーバー）。独自の対策を採用する場合は、それが規範と同等以上の効果を持つことを証明しな
ければならない。
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７. 児童リスク評価ガイダンス及び児童のリスクプロファイル

第2部：児童リスク評価の実施方法（4段階プロセス）
➢  ステップ4：記録と見直し
プロセス全体の透明性と説明責任を確保し、継続的な改善サイクルを回すためのステップである。

• 文書化の義務： リスク評価の実施方法、使用したデータ、発見されたリスク、決定した対策について、詳細な
書面記録を作成し保存しなければならない。

• ガバナンスへの報告： 評価結果は、取締役会や安全委員会などの適切なガバナンス機関に報告され、経営
層による監督を受ける必要がある。

• カテゴリー1及び2Aサービスの追加義務： 大規模サービス（カテゴリー1）及び検索サービス（カテゴリー
2A）は、評価完了後速やかにOfcomへ評価書の写しを提出し、利用規約や公表ステートメントに評価結果
の要約を含める義務がある。

• 非指定コンテンツの通知義務： ユーザー間サービスにおいて、非指定コンテンツの存在（低・中・高リスクの
いずれか）が特定された場合、その種類と発生頻度をOfcomに通知しなければならない。

• 再評価の要件： サービスの設計や運用に「重大な変更」を加える前、又はOfcomがリスクプロファイルを更
新した場合には、直ちに評価を見直す必要がある。
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７. 児童リスク評価ガイダンス及び児童のリスクプロファイル

第3部：児童リスクプロファイルと詳細分析
第3部では、リスク評価の基礎となる「児童リスクプロファイル」の詳細について解説する。これは、サービスの特
徴（機能、ユーザー層、ビジネスモデル）と、児童が有害コンテンツに遭遇するリスクとの因果関係を体系化したも
のである。

➢ 児童ユーザー間サービス・リスクプロファイル
ユーザー間サービス（SNS、メッセージアプリ、動画共有サイト等）のプロバイダは、リスク要因が自社サービスに
該当するかを確認し、評価に組み込む必要がある。
• 3.1 特定の機能的リスク要因：Ofcomは、特定のリスクを高める機能として以下を挙げている。プロバイ

ダは、診断的な質問に「はい」と答えた場合、対応するリスク要因を選択しなければならない。

リスク要因 概要と関連する危害

ユーザープロフィール
プロフィール情報の公開機能。個人情報の漏洩リスクだけでなく、大人が児童のプロフィール情報を利用して標的を
絞る（グルーミング）リスクを高める。

ユーザー接続
フォロー、友達登録、サブスクライブ機能。見知らぬ大人との接続を容易にし、有害なコミュニティへの参加や、いじめ
の連鎖を招く可能性がある。

コンテンツレコメンデ
ーション

アルゴリズムによる推奨機能。摂食障害や自傷行為などの有害コンテンツを児童に継続的に表示させ、症状を悪化さ
せる「ウサギの穴（Rabbit hole）」現象を引き起こす最大のリスク要因の一つ。

ライブストリーミング
リアルタイム配信機能。即時性が高いためAIや人間による事前のモデレーションが極めて困難。自傷行為の生配信や、
性的虐待のリアルタイム配信のリスクがある。

ダイレクトメッセージ

1対1又はグループでの非公開メッセージ機能。密室性が高く、グルーミング（性的誘引）、いじめ、わいせつ画像の送
付が外部の目から隠れて行われる。特に「受信者の許可なくメッセージを送れる」設定は高リスクとされる。

位置情報機能 リアルタイム又は履歴としての位置情報共有。物理的なストーカー行為、誘拐、性犯罪のリスクに直結する。

コンテンツタギング ハッシュタグ等によるコンテンツ分類。有害コンテンツ（例：摂食障害を助長する隠語タグ）の検索や共有を容易にす
る。
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第3部：児童リスクプロファイルと詳細分析
➢ 児童ユーザー間サービス・リスクプロファイル
• 3.2  一般的リスク要因：すべてのユーザー間サービスが考慮すべき共通の要因として、以下の4つが指定

されている。
• 1. ユーザーベースの年齢（User base age）： 児童の発達段階に応じた脆弱性の違い。
• 2. その他のユーザー属性（Other user base demographics）： 性別、地域、社会的背景など。
• 3. ビジネスモデル（Business model）： 広告収入モデルがエンゲージメント（滞在時間）最大化を促

し、結果として過激なコンテンツへの接触を増やす可能性。
• 4. 商業的プロファイル（Commercial profile）： ブランドイメージや市場での立ち位置。

７. 児童リスク評価ガイダンス及び児童のリスクプロファイル
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７. 児童リスク評価ガイダンス及び児童のリスクプロファイル

第3部：児童リスクプロファイルと詳細分析
➢ 児童検索サービス・リスクプロファイル（Children’s Search Risk Profile）
検索エンジン等のプロバイダは、表及び関連する図表を用いてリスク要因を特定する。

表：検索サービスのリスク要因

リスク要因 概要と関連する危害

一般検索サービス ウェブ全体を検索範囲とするサービス（ダウンストリーム検索含む）。インターネット上のあ
らゆる種類の違法・有害コンテンツへの入り口となるため、広範なリスクを持つ。

予測・サジェスト検索 検索窓に入力中に候補を表示する機能。有害な単語（例：自殺方法、過激なポルノ用語）を
自動的に提示し、児童を意図せず有害コンテンツへ誘導するリスクがある。

画像・動画検索 テキスト以外のメディアを検索する機能。視覚的な衝撃の強い有害コンテンツ（暴力、ポル
ノ、自傷画像）への接触リスクが高まる。

垂直型検索サービス 特定のジャンル（例：学術、ショッピング）に特化した検索。一般検索よりリスクは限定的だ
が、ジャンルによっては特定のリスク（例：武器、薬品）が発生する。

➢  一般的リスク要因

ユーザー間サービスと同様に、ユーザーベースの年齢、その他の属性、収益モデル、商業的プロファイルが考慮

すべき共通要因となる。特に「ユーザーベースの年齢」については、0〜5歳の幼児が音声検索を利用する場合

など、発達段階に応じたインターフェースのリスクも考慮する必要がある。
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目次番号 タイトル 概要・主な内容

第 １ 部 序論(Introduction) 目的・法的背景・位置づけ説明

第 2 部 適応範囲（Application and Scope) どのサービス・どの範囲に適用されるかを定義

第 3 部
推奨措置一覧（Index of recommended 
measures）

各措置と法的義務との対応関係を整理した一覧表。各推奨措

置がどの法的義務に対応するかを明示。

第 4 部 推奨される措置（Recommended measures） 概要：具体的に何をすべきかを示す実務ルールを記載。

第 ５ 部 解釈・定義(Interpretation / Definitions) 概要：コード内で使用される用語の定義・解釈ルール

■ 位置づけ：ユーザー間サービスプロバイザーに課される「児童の保護義務」を具体化する実務指針。
■ 特徴： 利用規約（Terms of service）の明確化・執行、年齢確認・年齢推定（Age assurance）、コンテ
ンツモデレーション（投稿・共有の管理）、推薦システム（Recommender systems）の制御、ユーザー間の
相互作用に起因するリスクへの対応
■ 狙い：ユーザーが生成・共有するコンテンツとその拡散の管理

８-1．ユーザー間サービスに関する児童保護実務規範※１の構造

※1 https://www.ofcom.org.uk/siteassets/resources/documents/consultations/category-1-10-weeks/statement-protecting-children-from-
harms-online/main-document/protection-of-children-code-of-practice-for-user-to-user-services.pdf?v=403579 （2026年３月24日閲覧）

（２） 目次設計

（１） 主なポイント
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分類 分野 概要

A
ガバナンス及び説明責任（Governance 
and accountability）

子どもの安全に関する責任体制を確立し、上級管理職による監督、方針・
手続・内部統制の整備、記録保持及び定期的見直しを行う。

B 年齢確認・年齢推定（Age assurance）
年齢確認又は年齢推定の仕組みを導入し、子どもに適した保護措置（ア
クセス制限や機能制御等）を適用する。

C
コンテンツモデレーション（Content 
moderation）

有害コンテンツの検出、削除、制限等の措置を講じ、子どもが当該コンテ
ンツに接触するリスクを低減する。

D
報告及び苦情対応（Reporting and 
complaints）

有害コンテンツに関する報告及び苦情の受付手段を提供し、適時かつ適
切に対応するための手続を整備する。

E 推薦システム（Recommender systems）
推薦アルゴリズムにおいて、有害コンテンツの拡散又は強化を防止する
よう設計・運用を行う。

F
設定・機能及びユーザー支援（Settings, 
functions and user support）

安全設定や機能（例：フィルタリング、制限機能等）を提供し、ユーザーが
それらを理解し利用できるよう支援・案内を行う。

G 利用規約（Terms of service）
利用規約において、有害コンテンツや禁止行為を明確に定め、それを一
貫して適用・執行する。

J ユーザーコントロール（User control）
ユーザー（特に保護者や子ども）がリスクを管理できるよう、コンテンツ
や接触に関する制御機能（制限・設定等）を提供する。

８-1．ユーザー間サービスに関する児童保護実務規範の構造

（３） 主な推奨措置

※１ 「分類」記載のアルファベットはOSAに基づく各義務をOfcomが実務的に整理したもの。

※2
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■ 位置づけ：検索サービスプロバイダーに課される「児童の保護義務」を具体化する実務指針。
■ 特徴:検索モデレーション（Search moderation）、検索結果の順位付け・表示制御、オートコンプリート

等の検索機能の制御、セーフサーチ等の安全設定、公開情報（Publicly available statements）の明確化
■ 本質：検索による有害コンテンツへのアクセスの抑制

８-2．検索サービスに関する児童保護実務規範の構造※１

※1 https://www.ofcom.org.uk/siteassets/resources/documents/consultations/category-1-10-weeks/statement-protecting-children-from-
harms-online/main-document/protection-of-children-code-of-practice-for-search-services2.pdf?v=403580 （2026年３月24日閲覧）

目次番号 タイトル 概要・主な内容

第 １ 部 序論(Introduction) 目的・法的背景・位置づけ説明

第 2 部
適応範囲（Application and 
Scope)

どのサービス・どの範囲に適用されるかを定義

第 3 部
推奨措置一覧（Index of 
recommended measures）

各措置と法的義務との対応関係を整理した一覧表。各推奨措置がどの法的義務

に対応するかを明示。

第 4 部
推奨される措置
（Recommended measures）

概要：具体的に何をすべきかを示す実務ルールを記載。

第 ５ 部
解釈・定義(Interpretation / 
Definitions)

概要：コード内で使用される用語の定義・解釈ルール

（2） 目次設計

（１） 概要
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分類※１ 分野 概要

A
ガバナンス及び説明責任（Governance 
and accountability）

サービスプロバイダは、子どもの安全に関する責任体制を確立し、上級管
理職による監督を確保しなければならない。適切な方針、手続及び内部
統制を整備し、その実施状況を確認するための記録保持、定期的な見直
し及び更新を行うことが含まれる。

C 検索モデレーション（Search moderation）

サービスプロバイダは、子どもが有害コンテンツに接触するリスクを軽減
するため、検索結果の順位付け、表示、除去又は制限に関する措置を講
じるべきである。これには、セーフサーチ機能の提供・適用等を通じて、
年齢に不適切なコンテンツへのアクセスを抑制することが含まれる。

D
報告及び苦情対応（Reporting and 
complaints）

サービスプロバイダは、有害コンテンツに関する報告及び苦情を受け付け
るための、利用しやすく明確な仕組みを設けるべきである。また、これら
の報告に対して適時かつ適切に対応し、処理手順を整備・維持する必要
がある。

F
設定・機能及びユーザー支援
（Settings, functions and user 
support）

サービスプロバイダは、子どもの安全を支援するための設定、機能及びサ
ポートを提供すべきである。これには、安全設定（例：セーフサーチ）の適
切な設計・提供、ユーザーがそれらを理解し利用できるようにするための
支援及び案内が含まれる。

G
公開情報の提供
（Publicly available statements）

サービスプロバイダは、安全対策、方針及び運用に関する情報を公に利
用可能な形で提供すべきである。また、これらの情報は明確で理解可能
なものとし、必要に応じて更新することが含まれる。

８-2．検索サービスに関する児童保護実務規範の構造※１

※1 「分類」記載のアルファベットはOSAに基づく各義務をOfcomが実務的に整理したもの。

（３） 主な推奨措置
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９.データ利用及びアクセス法2025

➢ 「2025年データ（利用及びアクセス）法」（2025年6月19日成立）は、OSAと並行する関連法制である。
データ保護法の改正にとどまらず、デジタル経済の基盤インフラを再定義する包括的なパッケージ法として
の性格を有する。具体的には、英国一般データ保護規則（UK GDPR）、2018年データ保護法（DPA 
2018）、及びプライバシー・電子通信規則（PECR）に対する修正を加えるとともに、スマートデータ、デジ
タルID、地下インフラデータといった新たなデータ流通の枠組みを創設している。主な変更点は次のとおり。

1. 自動化された意思決定（ADM）
2. 開示請求（Subject Access）
3. 子どものデータ保護
4. 科学研究
5. 認められた正当な利益
6. 国際データ
7. 苦情対応
8. 保存及びアクセス技術（クッキー等）
9. 2018年データ保護法 第3部及び第4部の改正

データ利用及びアクセス法2025（Data (Use and Access) Act 2025、DUAA）
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９.データ利用及びアクセス法2025

DUAAの主な変更点(1)

1. 自動化された意思決定（Automated Decision-Making、ADM）
• DUAAは、AI等による自動化された意思決定（ADM：人の関与なしに行われる重要な判断）を、英国GDPR

の下でより広く認める枠組みを導入する。
• ただし、「本人への説明」、「異議申立ての機会」、「人による介入の確保」といった保護措置が義務付けられる。
• これらの規定は、 2018年データ保護法の法執行分野にも原則として同様に適用される。
• ただし、国家安全保障や捜査妨害の回避などの限定的な場合には、保護措置の一部が適用除外となる。その

場合でも、決定後は速やかに再検討が行われ、実質的な人的関与が確保される必要がある。
2. 開示請求（Subject Access）
• DUAAでは、開示請求への対応期限を明確化するとともに、「ストップ・ザ・クロック」規則が導入された。
• これにより、追加情報が必要な場合には対応期間を一時停止し、取得後に再開できる。また、組織には合理的

かつ相当な範囲でのデータ検索が求められる。
3. 子どものデータ保護
• 子どもが利用する可能性の高いオンラインサービスは、設計段階から子どもの保護及び支援の方法を考慮す

ることが義務付けられる。
4. 科学研究
• DUAAは、科学研究の範囲に商業研究も含まれ得ることを明確化した。また、関連分野への包括的同意を認

めるとともに、研究における個人データ利用の保護措置を規定している。

データ利用及びアクセス法2025（Data (Use and Access) Act 2025、DUAA）
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９.データ利用及びアクセス法2025

DUAAの主な変更点(2)

5. 正当利益
• DUAAは新たな適法処理根拠を導入し、企業による以下のような目的でのデータ利用の法的確実性を高

める：犯罪防止／保護（セーフガーディング）／緊急対応／その他、特定された正当な利益

6. 国際データ移転
• DUAAは、個人データの国際移転に関する規則を簡素化し、必要な明確化を行っている。

7. 苦情対応
• DUAAは、個人情報の取扱いがデータ保護法に違反していると懸念する個人からの苦情について、組織

が対応することを義務付ける。例えば：電子的な苦情フォームの提供苦情の結果について本人へ通知

8. 保存及びアクセス技術（クッキー等）
• DUAAは、低リスクの一定の場合において、明示的な同意なしに保存・アクセス技術（例：クッキー）を利用

することを認めている。

9. 2018年データ保護法 第3部及び第4部の改正
• DUAAは、法執行機関及び情報機関によるデータ処理を規律する2018年法の第3部及び第4部を改正

する。これらの改正の一部は、英国GDPRの主要な変更と整合させるものであり、データ保護制度全体の
一貫性を確保する。また、他の改正は法令の簡素化を目的とし、法執行分野における処理の効率化及び英
国情報機関との連携強化（国家安全保障の確保のため）を支援する。

データ利用及びアクセス法2025（Data (Use and Access) Act 2025、DUAA）
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９.データ利用及びアクセス法2025

DUAAの規定（青少年保護の観点から）※１

第81条 設計によるデータ保護：子どもに対する高度な保護事項
• 本措置は、子どもが利用する可能性の高い情報社会サービスに対し、新たな義務を導入するものであり、

英国GDPR第25条の既存の義務を補完する。
• 具体的には、これらのサービスに対し、子ども向けサービスの提供に伴う処理活動の設計において、英国

GDPR新第25条第1項Bに規定される「子どもの高度な保護事項」を考慮することを求め、以下の事項が
含まれる：
- サービス利用時における子どもの最適な保護及び支援の方法
- 子どもは個人データ処理に伴うリスクや影響を十分に認識していない可能性があること
- 子どもは年齢や発達段階に応じて異なるニーズを有すること

• 英国GDPR第25条は従来、設計段階でのデータ保護措置を義務付けていたが、子どものニーズには明示
的に触れていなかった。本措置で英国GDPR第25条を改正することで、子どもが利用する可能性のある
サービスに対し、設計時に子どもの特性を考慮することを明確に義務付けるもの。

※１ データ利用及びアクセス法2025ファクトシート
https://www.gov.uk/government/publications/data-use-and-access-act-2025-factsheets/data-use-and-access-act-factsheet-uk-
gdpr-and-dpa (2026年３月20日閲覧）

データ利用及びアクセス法2025（Data (Use and Access) Act 2025、DUAA）

52



Meta 社は、OSA 及び世界的な規制強化に対応するため、「ティーンアカウント（Teen Accounts）」
と呼ばれる包括的な保護機能を導入した。

● デフォルト設定の厳格化:
18 歳未満のユーザーは、自動的に最も厳しいプライバシー設定（非公開アカウント）が適用される。

● コンテンツ制限:
「繊細なコンテンツ（Sensitive Content）」の表示設定が最も制限された状態（Less）に固定され、暴力表現や
整形手術を推奨するコンテンツがフィルタリングされる。

● 連絡先の制限:
OSA 第 29 条に基づくリスク評価（Children’s Risk Assessment）の義務化に伴い、相互フォローしていな
いユーザーからのダイレクトメッセージ（DM）を受信できない設定となり、見知らぬ大人からの接触リスクを遮断
している。

● スリープモード:
午後10時から午前7時までは通知が停止され、自動返信機能が作動する。

● 保護者による監督:
16歳未満のユーザーがこれらの設定を変更するには、保護者の承認（ファミリーセンター経由）が必要となる※１。

※１ Meta Announce the Introduction of 'Teen Accounts' on Instagram, 

https://www.cybersmile.org/2025/01/03/meta-announce-the-introduction-of-teen-accounts-on-instagram/

(Ofcom, Online Safety in 2025: Summary of the technology sector’s response, 2025-12-04, p.5)
（2026年３月20日閲覧）

（１） Meta （Instagram、Facebook）

１０．プラットフォーム事業者の対応状況と技術的実装
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若年層の利用率が高い統計が出ている TikTok は、以下の対応を行っている。

● DM 機能の制限：

16 歳未満のユーザーについては DM 機能を完全に無効化し、画像や動画の送受信を禁止している。

● スクリーンタイム管理：
18 歳未満の全ユーザーに対し、デフォルトで１日 60 分の視聴制限を設定した（パスコード入力で延長可能
だが、心理的なハードルを設けている）。

● アルゴリズムの調整：
13歳から17歳のユーザーに対し、「おすすめ（For  You）」フィードのロジックを変更し、美容整形、極端なダ

イエット、悲観的な内容の動画が連続して表示されないよう、表示頻度にキャップ（上限）を設け、多様なコン

テンツを分散させる仕組みを導入した。

● ファミリーペアリング:

保護者が自身のアカウントを子どものアカウントとリンクさせ、DM の可否や視聴時間、コンテンツフィルター
を直接管理できる機能を提供している。

【対応状況】

TikTok は若年層の利用率が極めて高いことから、2025年、英国のユーザーに対し、アカウント作成時の年齢確認プロセスを強化

し、既存の疑わしいアカウントに対しても再確認を行う措置を講じた※１。また、ユーザーサポートツールの刷新や通報機能の改善を実

施し、児童が有害コンテンツに遭遇した際の対応フローを強化している。さらに、OSA の要件に基づき、摂食障害や自傷行為などの

「第一次優先コンテンツ（Primary Priority Content） 」がおすすめフィード（For You Feed）に表示されないよう、コンテンツ

分類 AI の精度向上に取り組んでいる。

※１ Ofcom, Online Safety in 2025: Summary of the technology sector’s response, 2025-12-04,  p.3 （2026年３月19日閲覧）

（２）TikTok

１０．プラットフォーム事業者の対応状況と技術的実装
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● セーフサーチの強制: 18 歳未満のアカウントでログインしている場合、Google 検索の「セーフサーチ」機能が
強制的にオンになり、ポルノや暴力的な画像、動画、サイト等が検索結果から除外される。

● YouTube の保護: 未成年者ユーザーに対し、動画の自動再生機能をデフォルトでオフにし、次々と動画を見
続けさせる仕組み（ビンジ・ウォッチングの誘発）を抑制している。また、動画のアップロード機能にも年齢制限
を設け、搾取のリスクを低減している。

● 休憩リマインダー: 長時間の視聴に対し、休憩や就寝を促す通知を標準機能として実装している。

（３）Google / YouTube※１

・ Google Search (検索)
【対応状況】
Google は、OSA における検索サービスの義務（第27条等）に対応するため、英国内の18 歳未満のユーザ
ー及びログインしていないユーザーに対し、「セーフサーチ（Safe Search）」機能を強制的にオンにする措置
を講じている。また、自殺、自傷、摂食障害などの有害コンテンツに関連する検索クエリに対しては、検索結果
の上部に支援団体へのホットラインを表示する「SOSアラート」を強化した※２。

・ YouTube (動画)
【対応状況】
YouTube は、OSA 以前からの動画共有プラットフォーム（VSP）規制への対応に加え、2025 年から
2026 年にかけて児童保護機能をさらに強化した。これには、18 歳未満のユーザーに対する「自動再生」の
デフォルトオフ、就寝時間を促すリマインダー機能、及び「おすすめ動画」のアルゴリズム調整が含まれる。

※1 https://safety.google/intl/ja/search-education/safesearch/
https://support.google.com/legal-help-center/answer/15957560?hl=en （2026年３月20日閲覧）

１０．プラットフォーム事業者の対応状況と技術的実装
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ゲーム愛好家のコミュニティに特化したコミュニケーション・プラットフォームであるDiscordは、クローズド（招
待制のみ）のコミュニティグループにおける特性上のリスクに対応している。

● ファミリーセンター:
保護者が子どもの利用状況（誰とフレンドになったか、どのコミュニティグループ（「サーバー」と呼ばれる。）に
参加したか）を把握できるダッシュボードを提供。通信の秘密を守るため、メッセージの内容自体は閲覧できな
いが、メタデータを通じてリスクを可視化している。

● 警告システム:
見知らぬ相手からDMが届いた際、その相手が過去に不審な行動（短時間に大量のフレンド申請を送る等）をし
ていた場合、受信者（こども）に注意喚起の警告を表示する機能を実装した。

【対応状況】
Discord は、2025年に「英国オンライン安全法への適応」と題した公式方針を発表し、英国ユーザー向けの安

全対策を強化した。
具体的には、サードパーティ技術と連携した「プライバシー重視型（Privacy-Forward）」の年齢確認システムを

導入した。この「k-ID」はカメラで顔を撮るだけで年齢確認し、データは保存しないというプライバシー重視型の
年齢確認・保護者同意プラットフォームである。
これにより、18 歳未満のユーザーが成人向けコンテンツや特定のサーバーにアクセスすることを制限している。

また、英国の全ユーザーに対し、デフォルトのプライバシー設定を変更し、児童が見知らぬ他者からメッセージを受
信しないよう設定を強化したほか、有害画像を自動的にぼかすフィルターを強制適用している※１。

※１ Discord, Adapting Discord for the UK Online Safety Act, https://discord.com/safety/adapting-discord-for-the-uk-online-safety-act

（４）Discord

１０．プラットフォーム事業者の対応状況と技術的実装
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13歳未満のユーザーに対するチャット機能を大幅に制限し、ゲーム外でのDMを禁止。ユーザーを年齢層別に分
類し、異なる年齢層間の交流を制限する措置を講じている。

【対応状況】

Robloxは2025年11月、プラットフォーム上のチャット機能を利用する全ユーザーに対し、顔認証システムを

用いた年齢推定技術（Facial Age Estimation）又は身分証による年齢確認を必須化する計画を発表した。こ

れは、未成年者と成人が無制限に会話できる環境を排除し、年齢に応じた適切な体験（Age-Appropriate 

Experiences）を提供するための措置である。

また、13歳未満のユーザーに対しては、デフォルトでチャット機能を制限し、コンテンツのレーティングシステム

を厳格化することで、OSAの児童保護義務に対応している。

（5）Roblox※１

※１ Roblox 公式ニュースルーム（2025年11月）
https://corp.roblox.com/ja/ja-newsroom/2025/11/roblox-requires-age-checks-limits-minor-and-adult-chat
https://about.roblox.com/newsroom/2025/11/roblox-requires-age-checks-limits-minor-and-adult-chat
Roblox公式の年齢推定案内ページ https://about.roblox.com/ja/%E5%B9%B4%E9%BD%A2%E6%8E%A8%E5%AE%9A （2026年3月25日閲覧）

１０．プラットフォーム事業者の対応状況と技術的実装
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【対応状況】
Xは、OSAの要件を踏まえた対応として、成人向けコンテンツへのアクセスに際して年齢確認を導入した。

また、同社の生成AI「Grok」の画像生成機能に対し、安全対策機能（いわゆる「ガードレール」）を設けている。
Ofcomの指摘を受けてXは、プラットフォームの安全性を維持するため、特に児童性的搾取（Child Sexual 

Abuse Material、CSAM）や同意のない非公表のわいせつ画像に対して「ゼロ・トレランス（一切容認しない）」
方針を改めて強調した。

（６）X (Twitter)※１

1. Grok（AI）の機能制限と変更
• 画像編集の制限: 実在の人物をビキニなどの露出の多い服装に加工する編集機能を、世界中の全ユーザー

（有料会員含む）に対して制限した。
• 有料会員限定化: 画像生成及び編集機能は、有料サブスクライバー限定となった。これにより、悪用した際の

責任追及（アカウント特定）を容易にする。
• ジオブロック（地域制限）: 特定（例：性的、暴力的、テロ関連、差別等）の画像生成が違法とされる地域では、コ

ンテンツにアクセスするユーザの物理的な場所に基づいたアクセス制限を導入。
2. 厳格なポリシー運用
• Xルールへの準拠: 生成AIによるコンテンツも、通常の投稿と同様に「Xルール」が厳格に適用される。
• 24時間体制の監視: 安全チームが常時監視を行い、違反した場合はコンテンツの削除や、アカウントの永久

凍結、法的機関への通報などの断固たる処置を取る。
3. 業界全体での連携
• 急速に進化する生成AIの課題に対し、ユーザー、パートナー、政府機関、他プラットフォームと協力して、迅速

な問題解決に取り組むとしている。

※１https://help.x.com/en/rules-and-policies/child-safety、
https://help.x.com/en/rules-and-policies/x-rules、https://help.x.com/en/rules-and-policies/adult-content （2026年3月25日閲覧）

１０．プラットフォーム事業者の対応状況と技術的実装
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【対応状況】

Snapchat は、2025 年初頭に Ofcom から「違法コンテンツリスク評価（ICRA）」の不備を指摘され、是正措

置を講じた。具体的には、機能ごとのリスクレベルを再評価し、「消えるメッセージ」機能が悪用されるリスクに対す

る緩和策（保護者向けツール「Family Centre」の強化、位置情報共有のデフォルトオフ化など）を文書化した※１。

※１ Ofcom, Snap Inc’s compliance assurances to address concerns over its Illegal Content Risk Assessment (ICRA) for Snapchat, 2026-01-15,
https://www.ofcom.org.uk/online-safety/illegal-and-harmful-content/snap-incs-compliance-assurances-to-address-concerns-over-its-illegal-
content-risk-assessment-icra-for-snapchat
※２ ５Rights Foundation, Online Safety Act fact sheet, 2025-07, https://5rightsfoundation.com/wp-content/uploads/2025/07/5Rights-Online-
Safety-Act-fact-sheet-.pdf （2026年3月25日閲覧）

１０．プラットフォーム事業者の対応状況と技術的実装

（7）Snapchat

【対応状況】
Microsoft のBing は、生成AI「Copilot」を統合した検索エンジンとして、OSAへの対応を進めている。

特に、ロンドンの市立学校をカバーする教育ネットワークであるLGfL（London Grid for Learning）には、セー
フサーチをデフォルトで強制する設定を提供している※２。

（8）Bing
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【対応状況】
Telegram は、OSA の施行に伴い、英国ユーザーに対して年齢確認を求めているとされるが、その手法は限定

的である。一部の報道では、VPN を使用することで容易に回避可能であると指摘されている※１。
また、違法コンテンツを含むチャンネルへのアクセス制限（ジオブロッキング）を行っているが、完全な制限には至っ
ていない。

※１ VPNOverview, How to Bypass Telegram Age Verification,, https://vpnoverview.com/unblocking/censorship/bypass-telegram-age-verification/
※２ Ofcom, Online Safety in 2025: Summary of the technology sector’s response, 2025-12-04, p.3
The Guardian, Spain hits back at Pavel Durov over mass Telegram post on social media ban plan, 2026-02-05,

https://www.theguardian.com/world/2026/feb/05/spain-hits-back-at-pavel-durov-over-mass-telegram-post-on-social-media-ban-plan

（9）Telegram

【対応状況】
Meta 傘下の WhatsApp は、エンドツーエンド暗号化（E2EE）を維持しつつ、メタデータ分析や行動

検知 AI を用いて、スパムや不審な挙動を行うアカウントを停止する対策を講じている。また、グループ
追加設定の制限など、児童保護のためのデフォルト設定を強化している※２。
また、国際的な規制動向として、欧州委員会（EC）は2025年１月26日、EUのデジタルサービス法（DSA
）に基づき、WhatsAppを、同社の「Channel」機能がDSAの指定基準に達したことから、「超大規模オン
ラインプラットフォーム（Very Large Online Platform: VLOP）」に指定した。
これにより、同サービスは EU 域内においても、システム的なリスク評価、アルゴリズムの透明性確保、及
び強力な法執行の対象となっている。英国 OSA における「カテゴリー1」指定が遅延する中で、EU が先
行して WhatsApp を最高レベルの規制対象とした事実は、英国の今後の執行判断にも影響を与える可
能性がある。

（10）WhatsApp

１０．プラットフォーム事業者の対応状況と技術的実装
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【対応状況】
モリー・ラッセル事案の関連プラットフォームの一つとして、Pinterest は自傷行為や摂食障害に関連するコ

ンテンツ対策に注力している。画像認識技術を用いて「悲しい」コンテンツや自傷痕を検出し、表示を制限するほ
か、検索結果に支援リソースを表示する機能を実装している※１。

※１ Judiciary UK, Response from Pinterest, https://www.judiciary.uk/wp-content/uploads/2022/10/2022-0315-Response-from-Pinterest.pdf)
Ofcom, Online Safety in 2025: Summary of the technology sector’s response, 2025-12-04, p.5
モリー・ラッセル事案とは、SNS上の有害コンテンツとアルゴリズムによる拡散が未成年者の死亡に関与したと認定された英国の事案であり、プラットフォーム規制やOnline Safety Act 2023制定
の背景の一つとされる。
※２ Molly Rose Foundation, Pervasive by Design, 2025-08,
https://mollyrosefoundation.org/wp-content/uploads/2025/08/proof3_PervasivebyDesign.pdf （2026年３月25日閲覧）

【対応状況】
Tinder（Match Group）は、OSA の施行に合わせて英国ユーザー向けの年齢確認を厳格化した。2025

年 7月以降、顔認証（ビデオセルフィー）による年齢推定や、パスポート等の身分証による確認（ID 
Verification）を導入し、18歳未満の利用を物理的に排除する措置を強化した※２。

１０．プラットフォーム事業者の対応状況と技術的実装

（11）Pinterest

（12）Tinder
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【対応状況】
Twitch は、英国データ保護機関であるICO（ Information Commissioner’s Office、情報コミッショ

ナーオフィス）との連携のもと、英国の10代ユーザーに対するデフォルト設定を変更した。2025 年前半には、
10 代の配信者のクリップ作成・共有機能をデフォルトで無効にするなど、プライバシー保護機能を強化するコミ
ットメントを行った※１。

※１ ICO, Children's code strategy progress update March 2025, https://ico.org.uk/for-organisations/uk-gdpr-guidance-and-resources/childrens-
information/childrens-code-guidance-and-resources/protecting-childrens-privacy-online-our-childrens-code-strategy/children-s-code-strategy-
progress-update-march-2025/
※２ Ofcom, Online Safety in 2025: Summary of the technology sector’s response, 2025-12-04, p.5) （2026年３月23日閲覧）

【対応状況】
ユーザーの行動追跡を行わないことを基本方針とするプライバシー重視型検索エンジン（DuckDuckGo、

Ecosia、Mojeek等）は、OSAが求める安全要件（違法・有害コンテンツの排除）と自社のプライバシー保護
方針の両立に向けた対応を進めている。

● DuckDuckGo: 検索キーワードに基づくブロックリストや AI によるフィルタリングを活用し、違法コンテ
ンツへのリンクを防いでいる※２。

● Ecosia: 英国での月間ユーザー数がカテゴリー2A（大規模検索サービス）の閾値に達していないため、最
も厳しい義務の対象外ではあるが、セーフサーチの適用などでコンプライアンスを図っている。

● Mojeek: 独自の検索インデックスを持ち、ユーザー追跡を行わない方針を維持しつつ、CMA（競争・市場
庁）の調査に対して、「ユーザーがデフォルトとなる検索エンジンを選ぶシーン（Choice Screen）の導入」支
持するなど、大手プラットフォーム・検索エンジンが優遇されないような仕組みを等プライバシーと公平性の
確保を両立する形での事業展開を図っている。

１０．プラットフォーム事業者の対応状況と技術的実装

（13）Twitch (Amazon)

（14）DuckDuckGo / Ecosia / Mojeek
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※２ TechNewsDay, WhatsApp and Signal Threaten to Leave U.K. Over Online Safety Bill, https://technewsday.com/whatsapp-and-signal-threaten-to-
leave-u-k-over-online-safety-bill/
Ofcom, Roadmap to regulation, 2025-11-12, https://www.ofcom.org.uk/online-safety/illegal-and-harmful-content/roadmap-to-regulation)
Ofcom, Consultation: Technology Notices, 2024-12-16, https://www.ofcom.org.uk/online-safety/illegal-and-harmful-content/consultation-technology-
notices)
(Index on Censorship, New report: Breaking encryption is legally and practically unworkable, 2025-11,
https://www.indexoncensorship.org/2025/11/new-report-breaking-encryption-is-legally-and-practically-unworkable/) （2026年３月23日閲覧）

【対応状況】
Signal は、OSA 第 121 条に基づく「クライアントサイドスキャン」等の命令が出された場合、技術的に対応す

ることは不可能であり、プライバシーの核心を侵害するとして、英国市場からの撤退を明言している。Signal
のMeredith Whittaker 社長は、「100%撤退する（would absolutely, 100% walk）」と述べ、暗号化
のバックドア設置を断固拒否する姿勢を貫いている※１。

１０．プラットフォーム事業者の対応状況と技術的実装

（15）Signal
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2026年3月の主要プラットフォームに対する安全対策の報告要求と進展の評価

Ofcomは、2026年3月12日の声明において、児童の利用が多いプラットフォームとしてFacebook、
Instagram、Roblox、Snapchat、TikTok、YouTubeの6つのサービスに言及し、これらに対し、最低年齢
制限を執行する効果的な年齢確認、フェイルセーフ（fail-safe；システムが失敗しても「安全側に倒れる」設計思
想。）なグルーミング（成人等が児童に接近し、信頼関係を築いて性的搾取等に誘導する行為）からの保護対策、
アルゴリズム管理による安全なフィードの実現、新製品・サービス（特にAIを活用するものなど）に対して製品テ
スト・リスク管理の徹底に関する対応状況の報告を2026年4月30日までに提出するよう要請した。 ※１

Ofcomはこの声明の中で、「業界全体の取り組みは未だ十分ではない」と指摘する一方で、いくつかのプラッ
トフォームにおける具体的な対応の進展を評価している。

具体的には、以下をそれぞれ「歓迎すべき進展」として挙げている。
・Meta（Facebook及びInstagram）による「Teen Accounts」の改善、
・YouTubeによる16歳未満のライブ配信禁止や保護者が「YouTube Shorts」の視聴時間をゼロに制限で

きる機能の導入、
・TikTokによる新しいユーザーサポートツールの導入と通報機能の更新、
・Snapchatにおける10代ユーザー向けの位置情報共有などのデフォルトプライバシー保護の厳格化、
・Robloxにおける見知らぬ大人からの接触を防ぐための年齢確認の導入

１０．プラットフォーム事業者の対応状況と技術的実装

（16）外部機関等による指摘・状況（Ofcom）

※１. Keep underage children off your platforms, Ofcom tells tech firms,  https://www.ofcom.org.uk/online-safety/protecting-children/keep-underage-
children-off-your-platforms-ofcom-tells-tech-firms （2026年３月23日閲覧）
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児童のサービス利用実態と幅広いプラットフォームにおける年齢確認の導入、及び過度なモデレーションの課題 

Ofcomの「Online Safety in 2025」レポートにおいては、児童のオンライン利用実態とプラットフォームに
よる保護対策の導入状況、及びその後の課題が報告されている。

Ofcomの調査によれば、オンライン上でポルノグラフィに遭遇したと回答した8歳から17歳の児童の割合が
高く、特にYouTube（27%）、TikTok（24%）、Instagram（21%）が意図せぬ遭遇の多いサービスとして確
認された。 
こうした実態を背景に、利用者数トップ10の成人向けサイト（ポルノサイト）すべてが年齢確認を展開した。

これに関連し、X、Telegram、Reddit、TikTok、Bluesky、Discord、Xbox、Steamといった広範なサー
ビス群も、児童を有害コンテンツから保護する目的で年齢確認プロセスを導入している。

また、Tinder、Grindr、Bumble、Hingeといった英国の主要なデーティングアプリ群が年齢確認を導入し
たことで、成人から児童への不適切な接触機会を減少させた事実も併せて記載されている。 一方でOfcomは、
これらのプラットフォームが年齢確認システムを導入した直後の数か月間において、児童にとって無害なコンテ
ンツまでアクセス不可にしてしまう「過度なモデレーション（Over-moderation）」の事例が発生した事実を指
摘している。

これに対してOfcomは事業者に対し、ガイダンスに沿った効果的な年齢確認プロセスを確保しつつ、不必要な
コンテンツ制限を避けるよう求めている※１ 。

１０．プラットフォーム事業者の対応状況と技術的実装

（１6）外部機関等による指摘・状況（Ofcom）

※１. Online Safety in 2025 - Ofcom,  https://www.ofcom.org.uk/siteassets/resources/documents/online-safety/research-statistics-and-data/os-
standards/online-safety-in-2025-summary-of-the-technology-sectors-response-to-our-rules.pdf?v=408836 （2026年３月23日閲覧）
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違法コンテンツリスク評価（ICRA）の是正プロセスの終了
Ofcomは、Snapchat（Snap Inc.）が提出した初期の違法コンテンツリスク評価（ICRA）において、優先的

な違法コンテンツに関するリスクレベルが適切に割り当てられていないとの懸念から、同社に対してコンプライア
ンス是正プロセスを実施した。 その後、2025年12月にSnap社から提出された改訂版ICRAを審査した結果、
Ofcomは同社がリスク評価に対して「有意かつ意味のある改善（significant and meaningful change）」
を実施したと評価し、2026年1月15日に是正プロセスを終了し、現時点での追加措置を見送ることを決定した。
ただしOfcomは、是正プロセスの終了が即座に法律への完全準拠を認定したことを意味するものではなく、引
き続き監視を行うと発表した※1。

生成AIによる性的画像拡散に関するプラットフォーム調査
Ofcomは2026年1月12日、X（旧Twitter）が提供するAIチャットボット「Grok」を通じて、児童を含む実在

の人物の非同意の性的画像が生成・拡散された事案を受け、Xに対してオンライン安全法に基づく正式な調査を
開始した。Ofcomの調査は、Xが違法コンテンツリスク評価を適切に実施し、プラットフォーム上での違法コンテ
ンツの拡散を防ぐための緩和措置を迅速に講じていたかに焦点を当てている。 2026年1月15日の更新におい
て、OfcomはXがGrokのアカウント機能を利用して親密な画像を生成することを防ぐ措置を講じた事実を「歓
迎すべき進展（welcome development）」と評価しているが、原因と是正措置を解明するための正式な調査
自体は継続中であると発表した※2。

※1 Snap Inc's compliance assurances to address concerns over its ...,  https://www.ofcom.org.uk/online-safety/illegal-and-harmful-content/snap-
incs-compliance-assurances-to-address-concerns-over-its-illegal-content-risk-assessment-icra-for-snapchat

※2 6Ofcom launches investigation into X over Grok sexualised imagery,  https://www.ofcom.org.uk/online-safety/illegal-and-harmful-content/ofcom-
launches-investigation-into-x-over-grok-sexualised-imagery （２０２６年３月24日閲覧）

１０．プラットフォーム事業者の対応状況と技術的実装

（16）外部機関等による指摘・状況（Ofcom）
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※１ The Era of Answer Engines - Discussion Paper - Ofcom,  https://www.ofcom.org.uk/siteassets/resources/documents/research-and-data/online-
research/other/the-era-of-answer-engines---discussion-paper.pdf?v=407139
※２ Ofcom, Letter to Members of Parliament on the use of technology notices under the Online Safety Act 2023, March 2026. （２０２６年３月26日閲覧）

生成AI検索（アンサーエンジン）における有害情報の生成リスク
Ofcomはディスカッションペーパー「The Era of Answer Engines」の中で、Googleの「AI

Overviews」やAI検索チャットボット（例：Bing提供のCopilot等）が、従来のウェブページへのリンクを提示す
る機能から、AIが直接回答を生成する「アンサーエンジン」へと変化している現状を分析している。 その中で
Ofcomは、学術研究や専門家の意見を引用しつつ、これらの生成AI検索ツールが不正確な情報（ハルシネーショ
ン）を出力するリスクや、有害な医学的アドバイスなどユーザーの危険な信念を補強してしまうリスクが存在して
いることを課題として指摘している※１。

暗号化通信における違法コンテンツ検知の「技術的要件」
Ofcomは、オンライン安全法第121条（技術通知）に関し、エンドツーエンド暗号化通信環境下における児童性

的虐待資料（CSAM）の検知技術導入を義務付ける要件について言及している。
Ofcomは国会議員宛ての文書の中で、同権限は「技術的に可能（technically feasible）」であり、かつ定めら
れた最低精度基準を満たす「認定された技術」が存在する場合にのみ行使されると明記しており、この運用に関
する最終的なガイダンスを2026年4月に発行する予定であると発表した※2。

１０．プラットフォーム事業者の対応状況と技術的実装

（16）外部機関等による指摘・状況（Ofcom）
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OSAは、ユーザー生成コンテンツだけでなく、オンライン広告に対しても「詐欺広告（Fraudulent Advertising）」
に関する新たな義務（第 38 条・39条）を課している。これは、金融詐欺や偽商品の広告からユーザーを保護すること
を目的としている。

1１．広告規制と業界構造

● カテゴリー1•2A の義務: 大規模なユーザー間サービス（カテゴリー1）及び検索サービス（カテゴリー2A）は、
詐欺的な有料広告との接触を防止し、接触した時間を最小化するためのシステムとプロセスを構築する義務
を負う。これには、広告主の事前審査や、詐欺広告の迅速な削除が含まれる。

● アクター別の責任: 広告エコシステムにおいては、広告主、メディア（プラットフォーム）、ネットワーク事業者
（アドテク）が関与するが、OSA の直接的な義務はプラットフォーム事業者に課される。これにより、プラット
フォームは掲載する広告に対する審査責任を強化せざるを得なくなっている。既存の広告自主規制機関で
ある広告基準局（ASA）の Committee of Advertising Practice、CAPコードとの役割分担について
は、ASA が広告の内容（不当表示等）を、OSA が詐欺性（犯罪性）を管轄するという整理がなされている。

● 金融詐欺対策: 2023 年に成立した金融サービス・市場法（FSMA）とも連携し、金融プロモーションを行う広
告主に対して、金融行動監視機構（FCA）の認可確認を義務付けるなど、重層的な対策が講じられている。
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Ofcomには、従来の通信規制当局の枠を超えた強力な執行権限が付与されており、2025年に入ってから実際

にその権限を行使し始めている※１。

※１ E-petition relating to the Online Safety Act - UK Parliament,
https://researchbriefings.files.parliament.uk/documents/CDP-2025-0224/CDP-2025-0224.pdf
Online Safety – Super Complaints Mechanism - Written questions, answers and statements, 、https://questions-statements.parliament.uk/written-
statements/detail/2025-06-09/hcws685
※２ https://www.osborneclarke.com/insights/regulatory-outlook-february-2026-digital-regulation  (2026年3月25日閲覧）

（１）規制当局 Ofcom の執行権限と実績

● 情報収集権限（第100条）:

事業者に対し、アルゴリズムの動作原理、モデレーションの統計データ、内部のリスク評価資料、収益データなど
の提出を命じることができる。この権限は、事業者の「ブラックボックス」を解明し、説明責任を果たさせるため
に不可欠である。

● 制裁金（第137条）:
義務違反が認定された場合、Ofcomは「全世界年間売上高の10%」又は「1,800万ポンド（約34億円）」

のいずれか高い方を上限とする制裁金を科すことができる。実際に2025年には、年齢確認を導入していな

い成人向けサイトに対し、最大100万ポンドの制裁金が科されている。

● 事業制限命令（第 144 条•146 条）:
制裁金によっても改善が見られない場合、Ofcom は裁判所の許可を得て、決済プロバイダーや ISP、アプリ
ストアに対し、当該サービスとの取引停止やアクセス遮断（ブロッキング）を命じることができる。これは事実上
の「市場からの退場」を意味する最強の措置である。

● スーパーコンプレイント制度（第167条）:
2026年2月からは、指定された適格団体（児童保護団体や消費者団体等）が、個別のコンテンツではなく、プ

ラットフォームの「システム的な欠陥」や「構造的なリスク」についてOfcomに直接申し立てを行う制度が運用

開始される。これにより、市民社会による監視機能が強化される※２。

１２．監視•執行体制
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家庭や個人のデバイス規制と補完関係にあるのが、学校教育現場での「デジタル教育プラットフォーム（DEP）」

の整備である。英国教育省（DfE）は、学校が Google Workspace for Education や Microsoft 365

Education などの DEP を導入する際、法定ガイダンス「教育における児童の安全確保（Keeping Children

Safe in Education: KCSIE）」に基づき、厳格な安全基準を満たすことを求めている※１。

※１ Online safety and schools - NSPCC Learning, https://learning.nspcc.org.uk/online-safety/online-safety-for-schools (2026年3月25日閲覧）

１３．デジタル教育プラットフォーム（DEP）と教育現場の対応

（１）DEP の定義と役割
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DfE は、学校が DEP を導入する際、法定ガイダンス「教育における児童の安全確保（Keeping Children
Safe in Education: KCSIE）」に基づき、厳格な安全基準を満たすことを求めている。

● フィルタリングとモニタリング:
学校管理下のDEPアカウントでは、有害サイトへのアクセスを遮断するフィルタリングに加え、生徒が自殺や自
傷、過激化に関連するキーワードを検索したり、メッセージを送信したりした場合に検知するモニタリングシステ
ムが導入されている。

● ウォールド•ガーデン:
教育用プラットフォームは、一般のインターネット（オープンウェブ）とは異なり、外部の未承認ユーザーとの通信
が制限された「閉じた安全な環境（Walled Garden）」として運用されており、OSAの規制対象である一般の
SNSとは区別されるが、相互に補完的な役割を果たしている※１。

※１ Get help with technology during coronavirus （COVID-19）- Digital Education Resource Archive （DERA）,
https://dera.ioe.ac.uk/id/eprint/36358/1/Get%20help%20with%20technology%20during%20coronavirus%20%28CO
VID-19%29%20-%20GOV.UK.pdf （２０２６年３月24日閲覧）

１３．デジタル教育プラットフォーム（DEP）と教育現場の対応

（２）教育環境におけるセーフガード
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バーミンガムなどで展開されている「Digital Education Partnership （DEP）」は、デジタルデバイド（情報
格差）を解消するために、恵まれない家庭の児童にデバイスと接続環境を提供するイニシアチブである。ここでも、
配布されるデバイスには適切なフィルタリングソフトがプリインストールされており、ハードウェアレベルでの安全対
策が講じられている※１。

※１ Birmingham City Council Report to Cabinet,

https://birmingham.cmis.uk.com/Birmingham/Document.ashx?czJKcaeAi5tUFL1DTL2UE4zNRBcoShgo=QgpwglqZOiCKk2Vhys%2FfdFWFofWUPC8
0DEACqdQviL%2FclPSIzxqbeg%3D%3D
&rUzwRPf%2BZ3zd4E7Ikn8Lyw%3D%3D=pwRE6AGJFLDNlh225F5QMaQWCtPHwdhUfCZ%2FLUQzgA2uL5jNRG4jdQ%3D%3D&mCTIbCubSFfXs
DGW9IXnlg%3D%3D=hFflUdN3100%
3D&kCx1AnS9%2FpWZQ40DXFvdEw%3D%3D=hFflUdN3100%3D&uJovDxwdjMPoYv%2BAJvYtyA%3D%3D=ctNJFf55vVA%3D&FgPlIEJYlotS%2B
YGoBi5olA%3D%3D=NHdURQburH
A%3D&d9Qjj0ag1Pd993jsyOJqFvmyB7X0CSQK=ctNJFf55vVA%3D&WGewmoAfeNR9xqBux0r1Q8Za60lavYmz=ctNJFf55vVA%3D&WGewmoAfeN
Q16B2MHuCpMRKZMwaG1PaO=ctNJFf55vVA%3D （２０２６年３月24日閲覧）

１３．デジタル教育プラットフォーム（DEP）と教育現場の対応

（３）デジタル教育パートナーシップ
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予定されているカテゴリー分類（案)

● カテゴリー1 （Category 1）:
月間ユーザー数が3,400万人を超え、又は 700万人以上でかつリスクの高い機能（レコメンデーション、コンテ
ンツ転送機能）を持つユーザー間サービス（Facebook, Instagram, X, TikTok 等が該当見込み）。最も重
い義務が課される。

● カテゴリー2A （Category 2A）:
月間ユーザー数が700万人を超える検索サービス（Google, Bing 等）。

● カテゴリー2B （Category 2B）:
月間ユーザー数が300万人を超え、ダイレクトメッセージ機能を持つユーザー間サービス（Discordや中小規模
のフォーラム等）。

※１ Ofcom's approach to implementing the Online Safety Act, 、https://www.ofcom.org.uk/online-safety/illegal-and-harmful-content/roadmap-to-regulation
European Commission, "Commission designates WhatsApp as Very Large Online Platform under the Digital Services Act", 2025/01/27, https://digital-
strategy.ec.europa.eu/en/news/commission-designates-whatsapp-very-large-online-platform-under-digital-services-act
The Online Safety Act 2023 （Category 1, Category 2A and Category 2B Threshold Conditions）Regulations 2025 - Legislation.gov.uk, 、
https://www.legislation.gov.uk/ukdsi/2025/9780348267174 （２０２６年３月24日閲覧）

（１）サービスのカテゴリー指定（Categorisation）の遅延※１

１４．今後の展望：カテゴリー化と透明性

当初のロードマップでは2025年中に完了予定であった「サービスのカテゴリー指定」は、法的課題やユーザ
ー数算定の複雑さにより、登録簿の公表が2026年夏へと延期が見込まれる。

この遅延により、カテゴリー1 事業者（最大規模のプラットフォーム）に対する追加義務の適用も後ろ倒しと
なっている。2025 年１月にEUではデジタルサービス法（DSA）でWhatsApp が、同社の「Channel」機能
がDSAの指定基準に達したことから、新たに「超大規模オンラインプラットフォーム（VLOP）」として追加指定
された。英国においてWhatsApp がどのカテゴリーに分類されるかは依然として不透明であるが、EU によ
るVLOP指定は、同サービスの規模と社会的影響力が英国の規制閾値（3,400万人）を実質的に満たしてい
ることを示唆する強力な指標となる。
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カテゴリー指定されたサービスは、年次で「透明性報告書」を公表する義務を負う。報告書には以下の内容を含め
る必要がある。

● 削除された違法・有害コンテンツの件数。

● 自動モデレーションの精度（誤検知・検知漏れの率）。

● コンテンツの安全性確保に投じたリソース（人的・技術的）。

● リスク評価の結果と講じた対策。

これにより、外部の監視機関や研究者がプラットフォームの安全性を客観的に評価することが可能となる。

（２）透明性報告書（Transparency Reports）

１４．今後の展望：カテゴリー化と透明性
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2026 年２月からは、指定された適格団体（児童保護団体や消費者団体等）が、Ofcom に対して「スーパーコン
プレイント」を申し立てる制度が運用開始される。

● 目的: 個別のコンテンツではなく、プラットフォームの「システム的な欠陥」や「構造的なリスク」について、 専門的
知見に基づいて問題を提起する。

● プロセス: Ofcom は申し立てを受理してから規定の期間内に調査を行い、その結果と講じるべき措置（あるい
は措置を講じない理由）を公表しなければならない。これにより、市民社会による監視機能が強化される※１。

※１ The Online Safety Super-Complaints （Eligibility and Procedural Matters）Regulations 2025, 
https://www.legislation.gov.uk/ukdsi/2025/9780348272567

（３）スーパーコンプレイント（Super-complaints）制度

１４．今後の展望：カテゴリー化と透明性
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OSA第169条に基づくスーパーコンプレイント制度は、市場の失敗に対処するための仕組みである。

● 適格性: 厳格な独立性と専門性の基準を満たす団体（Barnardo's や IWF など）のみが「適格団体」として申
請できる※１。

● 範囲:個別の苦情ではなく、多数のユーザーに損害を与えている「システム的」な機能や欠陥に焦点を当てる必
要がある。

● 結果: Ofcomは、申し立てに対してどのような執行措置を取るか、あるいは取らない理由を公表する義務があり、
規制当局の優先順位決定における透明性が確保される※２。

● 2026年2月10日公開のOfcomのガイダンスに基づき、対象となる組織は、規制されたオンラインサービスの特
徴やその運営について、表現の自由の権利に重大なオンライン被害や悪影響をもたらす可能性のある体系的な問
題をOfcomに報告できる※３。

※１ The Online Safety Super-Complaints （Eligibility and Procedural Matters）Regulations 2025, 
https://www.legislation.gov.uk/ukdsi/2025/9780348272567

※２ Online Safety Act: explainer - GOV.UK, 、 https://www.gov.uk/government/publications/online-safety-act-explainer/online-safety-act-explainer

※３ https://www.ofcom.org.uk/online-safety/illegal-and-harmful-content/guidance-for-super-complaints-under-the-online-safety-act-
2023?utm_medium=email&utm_campaign=Weekly%20publications%20update%2013%20February%202026&utm_content=Weekly%20publications%
20update%2013%20February%202026+CID_14935461b0bc74346b4a1bee2fd50cc5&utm_source=updates&utm_term=Statement%20and%20Guid
ance%20Super-complaints%20under%20the%20Online%20Safety%20Act%202023 （２０２６年３月24日閲覧）

１４．今後の展望：カテゴリー化と透明性

（３）スーパーコンプレイント制度
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OSA 本体には「女性」という特定のカテゴリーはないが、Ofcom は 2025 年 11 月に「女性と女児のオンライン

上の安全確保に関するガイダンス（Guidance on a safer life online for women and girls）」を確定させ

た。事業者は違法コ ンテンツリスク評価において、ミソジニー（女性嫌悪）に基づく嫌がらせ、サイバーストーカー、性

的画像の悪用が女性と少女に不均衡な被害を与えていることを考慮し、ジェンダー的視点を取り入れた対策を講じ

ることが求められている※１。

※１ https://www.ofcom.org.uk/online-safety/illegal-and-harmful-content/a-safer-life-online-for-women-and-girls

https://www.ofcom.org.uk/online-safety/illegal-and-harmful-content/ofcom-tech-firms-must-up-their-game-to-tackle-online-harms-against-women-and-girls

(2026年３月25日閲覧）

１４．今後の展望：カテゴリー化と透明性

（４）女性と少女の安全に関する指針
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「違法な危害」に関する規制の基盤となるのがリスク評価である。Ofcomのガイダンスに基づき、事業者は単に
ユーザーからの通報に後手の対応をするだけでなく、あらかじめ予測できるリスクを把握しておくことが義務付
けられている。

● ガバナンス: リスク評価には、取締役レベルの「指名された責任者」の承認が必要であり、企業の法的責任が
明確化されている※１。

● リスクプロファイル: Ofcom はサービスの種類ごとに「リスクプロファイル」を公表している。例えば、「ライ
ブ配信」や「匿名ゲストアクセス」機能を持つサービスは、自動的に CSEA やテロリズムのリスクが高いと判定
され、厳格な対策が求められる※２。

● 証拠に基づく評価: 「なんとなく安全」という主観的評価は認められず、ユーザーの利用実態、苦情件数、自動
検知率などの客観的データに基づいた評価が必須である※３。

※１ Risk Assessment Guidance and Risk Profiles | Ofcom, https://www.ofcom.org.uk/siteassets/resources/documents/online-safety/information-for-
industry/illegal-harms/risk-assessment-guidance-and-risk-profiles.pdf?v=390984
※２ Risk Assessment Guidance and Risk Profiles | Ofcom, https://www.ofcom.org.uk/siteassets/resources/documents/online-safety/information-for-

industry/illegal-harms/risk-assessment-guidance-and-risk-profiles.pdf?v=390984

※３ Quick guide to illegal content risk assessments - Ofcom, https://www.ofcom.org.uk/online-safety/illegal-and-harmful-content/quick-guide-to-
online-safety-risk-assessments

UK Online Safety Act: Protection of Children Codes come into force | White & Case LLP, 、https://www.whitecase.com/insight-alert/uk-online-safety-act-
protection-children-codes-come-force

Online Safety Act 2023: Children Codes published by Ofcom - RPC, https://www.rpclegal.com/thinking/tech/online-safety-act-2023-children-codes-
published-by-ofcom/ （２０２６年３ 月24 日閲覧）

１５．詳細な規制規定の分析（補足資料）

（１） 違法危害リスク評価（フェーズ 1）
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「最優先コンテンツ」と「優先コンテンツ」の区別は、コンプライアンス上、極めて重要である。

● ゼロトレランス（最優先コンテンツ）: 自殺を助長するようなコンテンツやポルノグラフィについては、防止す
ることが義務（Duty）とされている。年齢確認によって児童のアクセスを遮断できない場合、そのコンテンツ
自体を削除するか、サービス全体から児童を排除しなければならない※１。

● リスク軽減（優先コンテンツ）: いじめや有害な健康に関するアドバイスについては、リスクを「最小化」するこ
とが求められる。これには、ぼかし処理、警告ラベル、レコメンデーションからの除外など、優先対応コンテン
ツ（Priority Content）の文脈を考慮した柔軟な対応が含まれる※２。

※１ UK Online Safety Act: Protection of Children Codes come into force | White & Case LLP, https://www.whitecase.com/insight-alert/uk-
online-safety-act-protection-children-codes-come-force

※２ Online Safety Act 2023: Children Codes published by Ofcom - RPC, https://www.rpclegal.com/thinking/tech/online-safety-act-2023-
children-codes-published-by-ofcom/ （２０２６年３ 月24 日閲覧）

（２）児童保護義務（フェーズ 2）における「最優先コンテンツ」

１５．詳細な規制規定の分析（補足資料）
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１６．今後のOfcomの活動ロードマップ

2025 2026 2027

11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

11月 女性と女児のオンライン上の安全確保に関するガイダンスを公表

12月 亡くなった子どもの利用者に関する情報収集の支援

2月 スーパーコンプレイントを公表

4月 技術通知（プロバイダ向け最終ガイダンス）を公表

春 メディアリテラシーに関する勧告声明
夏 サービスのカテゴリー分けとカテゴリー別の追加義務協議

夏 透明性に関するレポート公開

秋 規約を強化するための追加的な安全対策

10月 児童に有害なコンテンツに関す
る法定報告

11月オンライン諮問機関
（最初の法定報告書
の公表）

2027年1月 子どもによる
アプリストアの利用状況に関する報告書の公表                              

出典： イギリス通信庁「 Imp l eme n t in g t h e O n l in e Sa f et y Act : p r o g r e ss u pda t e 」※ を基に作成。
※ イギリス通信庁  h t t ps : / / ww w . o f co m . o r g . u k / o n l i n e -s a f et y / i l l ega l -a n d -h a r m f u l -c o n t e n t / r o a dm a p -to -r egu l a t i o n / （2026年３月25日閲覧）

今後のOfcomの活動ロードマップ
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項目 制度の詳細及び昨年度からの進展状況

多層的な
法的階層構造

OSAの規制は単一の法律ではなく、
第１層：一次法（基本的義務）、
第２層：二次法（カテゴリ分類等）、
第３層：実務規範（法的義務を満たす具体策、2025年3月・7月発効）、
第４層：ガイダンス（児童リスク評価ガイダンス及び児童のリスクプロファイル、2025年4月発行 等）
の4層構造で運用される。本調査期間において、第3層・第4層の文書群が相次いで発効したことが最大の制度的進展で
ある。

規制対象とカテゴリ
分類（閾値条件規則
の成立）

2025年2月に成立した二次法により、規制対象の区分が明確化された。「ユーザー間サービス（U2U）」と「検索サービ
ス」に対し、英国月間アクティブユーザー数（MAU）や機能に基づき区分が確定。例えばカテゴリー1は、「①MAU3,400
万人超かつ推薦システムを有する場合、又は②MAU700万人超かつ推薦システムに加え共有・転送機能を有する場合」
が指定された。これら特定のサービス区分について、透明性報告の提出やユーザー向け保護機能の提供といった追加義
務が適用される範囲が明確化された。

規制当局Ofcomの
執行権限

Ofcomには、情報提出要求、制裁金の賦課、裁判所を通じた事業制限命令、そして一定の場合の個人責任追及といった
強力な執行権限が付与されている。

新たなオンライン危
害の優先犯罪化

2025年前後の関連法改正により、英国ではオンライン上の自傷教唆や非同意の性的画像に関する規制がさらに強化
された。特に、自傷を助長・幇助する行為は、オンラインに限らず処罰対象とされる方向で刑事法上の整備が進んでいる。
これと並行して、OSA2023の下では、プラットフォームに対し、当該コンテンツのリスク評価及び事前防止を含む合理
的な安全対策の実施が義務付けられている。また、性的ディープフェイクについては、従来の「共有」に加えて「作成」自体
の犯罪化が進められており、事業者には検知・通報・削除を含む実効的な対応が求められている。

調査のまとめ１：【事後対応からセーフティ・バイ・デザインへ】

2023年オンライン安全法（OSA 2023）は、従来の「通知と削除（事後対応）」から、プラットフォームのシステム
設計段階でリスクを低減する「セーフティ・バイ・デザイン」を法的に義務付けた枠組みである。昨年度調査時点で
は一次法が成立した段階であったが、本調査期間中に関連二次法及び実務規範が整備され、規制当局Ofcomに
よる具体的な執行体制が確立されるなど、制度は本格的な運用フェーズへと移行した。
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調査のまとめ２：【抽象的な法的義務から具体的なシステム要件への展開】

Ofcomが発行した4つの「実務規範（Codes of Practice）」により、事業者が講じるべき技術的・運用的措置
が具体化された。事業者は自社のサービス分類に応じ、これら実務規範に記載された措置を講じることで法的義
務を遵守したとみなされる（セーフハーバー規定）。これにより、子どもの保護に向けた非対称的なアプローチが具
体的なシステム要件として確立された。

実務規範の分類と規定内容 事業者に要求される技術要件及びシステム設計義務

違法コンテンツに関する実務
規範（U2U向け/ 検索向
け） ※2025年3月発効

【プロアクティブな検知とモデレーション】 OSA第10条・第27条に基づく義務。テロリズムや児童性
的搾取（CSEA）コンテンツに対し、ユーザーからの通報を待つだけでなく、AIやハッシュマッチング技
術（既知の違法画像データベースとの照合）等を用いて能動的に検知・削除するシステムを構築・運用
することが要請される。

児童保護に関する実務規範
（U2U向け / 検索向け）
※2025年7月発効

【アシンメトリーな保護（成人の権利と児童に対する高い保護水準）】 OSA第12条・第29条に基づ
く義務。成人には表現の自由を保障しつつ、児童に対しては高水準の保護を提供する非対称モデル
を採用。事業者は、自社サービスの「児童アクセス評価」を実施した上で、内在するリスク要因（機能、
ユーザーベース等）を特定する「児童リスク評価」の定期実施が義務化された。
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調査のまとめ２：【抽象的な法的義務から具体的なシステム要件への展開】

実務規範の分類と規定内容 事業者に要求される技術要件及びシステム設計義務

有害コンテンツの階層化と対
応義務の非対称性

合法であるが子どもに有害なコンテンツを深刻度に応じて階層化。 対応義務はサービス類型により
非対称である。
【U2Uサービス（OSA第12条）】

①最優先コンテンツ（ポルノ、自傷行為・自殺の助長等）：システム的にアクセスを遮断し結果回避
を求める「絶対的防止（Prevent）」義務。
②優先コンテンツ（いじめ、残酷な暴力等）：年齢に応じたアクセス制御等による「リスク軽減・管理
（Mitigate and Manage）」。
③非指定コンテンツ（うつ病の美化等）：リスク評価による軽減策の実施。

【【検索サービス（第29条）】
• コンテンツ自体の遮断ではなく、検索結果の表示に関して「Minimise（最小化）」義務（表示頻

度・順位・露出の抑制等）が中心。

技術的要件1：高度に効果的な
年齢確認（HEAA）

最優先コンテンツへの接触防止のため、対象となるサービスでは高い有効性を有する年齢確認手段
（HEAA）の導入が求められる。もっとも、特定の技術の採用が一律に義務付けられるものではなく、
各事業者はサービスの特性やリスクに応じて適切な手段を選択する必要がある。
生年月日の「自己申告」や汎用決済は不十分とされ、顔の年齢推定技術（AI）、公的身分証の照合、
携帯キャリア連携などが、その要件を満たしうる手法の例として示されている。

技術的要件2：アルゴリズム規
制と検索制御

有害コンテンツの連続的推奨（ラビットホール効果）を防ぐため、アルゴリズムのパラメータ調整によ
る「より安全なフィード」の提供が義務化された。検索サービスにおいては、18歳未満のアカウント
及び未ログインユーザーに対する「セーフサーチの強制適用」や予測検索の制御が求められる。
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調査のまとめ３：【事業者の対応実態、関連法制による網羅的保護、及び次なる
規制フェーズ】

実務規範の発効に伴い、プラットフォーム各社はシステムの抜本的な改修を進めている。今後は、データ保護法制
との連携や、透明性報告の義務化を通じ、OSAはプラットフォームの自律的改善を社会全体で監視・評価する新た
なフェーズへと移行する。

項目 現状の実態及び今後の規制展開（ロードマップ）

主要事業者の対応と
Ofcomによる評価

Ofcomは各社の対応の進展を見つつ、子どもの保護を強化する一方で、不要な遮断や誤判定が生じないよう配慮
を求めている

関連法制による網羅的保護 OSAと並行し、2025年6月に「データ利用及びアクセス法2025（DUAA）」が成立し、子ども向けサービスの設
計段階における「子どもの高度な保護事項」の考慮がデータ保護の観点からも義務化された。

2026年以降の
活動ロードマップ

2025年中に違法コンテンツ及び児童保護に関する実務規範が発効し、2026年以降はカテゴリ1等の指定が段
階的に進められる。対象となる事業者には透明性報告書の提出が求められ、モデレーション運用やリスク対応の可
視化が進む。あわせて、適格団体が制度的・構造的な問題をOfcomに提起できるスーパーコンプレイント制度の運
用が本格化し、多層的な監督体制が整備されつつある。
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第Ⅲ部 参考資料



資料 事業者意見聴取

◆ 本報告書の執筆にあたり、意見聴取を通じて事業者の協力を得た。

◆ ヒアリングを行った事業者については、以下の表のとおりである。

事業者名 回答方法

Meta社 オンラインインタビュー

Twitch社 オンラインインタビュー

Discord社 書面による回答
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⚫ ティーンアカウントを通じた「セーフティ・バイ・デフォルト」の実践:加入時にユーザー側で何も設定する必要
がない「デフォルトでの体験」として機能する「ティーンアカウント」を導入している。デフォルトでアカウントは
「非公開」とされ、DMはつながりのある相手のみ、スリープモードも適用される。実際に13歳〜15歳の
97%が制限設定のまま利用し続けている。

⚫ 多層的な年齢確認（Age Assurance）の導入:加入時に生年月日を取得し、後から変更しようとした場合は
「選択メニュー」による年齢確認を要求する。公的書類のほか、動画を保存せずプライバシーを保護する、
Yoti社の顔の自撮り動画から年齢予測する技術を導入している。またAIを活用し、年齢を偽っているユーザ
ーを強制的にティーンアカウントへ移行させている。

⚫ 13歳以上向け映画の基準に着想を得たコンテンツのフィルタリング : ティーンがアクセスできるコンテンツ
を、映画のレーティングに着想を得た13歳以上向けの基準相当に引き上げている。該当判定はAIが自動で
評価している。合法であってもティーンには不適切なボーダーラインのコンテンツについてはアルゴリズムで
表示順位を下げている。

⚫ 有害行動に対するフリクション（操作上の摩擦） : 公開スペースで攻撃的な言葉を発信しようとすると警告を
表示する。DMにおいては「デバイス上」のシステムがヌード画像等を検知し、ぼかし処理や警告通知を出す。

民間事業者等による取組事例【Meta社】

■ 民間事業者による具体的な対応 
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⚫ 年齢確認手段の画一化と排除リスク: 日本市場などの実情において、誰もが公的書類を持っているわけでは
ないため、公的書類のみに依存することはリスクであると指摘している。マイノリティを含めすべてのユーザ
ーが確実に保護されるためには、Yoti社のような公的IDに依存しない選択肢を用意することが重要である
と述べている。

⚫ デフォルトで保護機能の重要性: 世界的に保護者が常に見守り・管理できる時間には限りがあることを認識
している。ティーンの探索欲求を完全に止めることはできないため、プラットフォーム側が利用を開始した瞬
間から適用される「デフォルトの体験」として保護レイヤーを提供することが極めて重要であると述べた。

⚫ 文化的なハイコンテクストへの対応: コンテンツモデレーションはコミュニティ規定に沿って行われており、 
AIを活用することで人の目に触れる前に有害なコンテンツの削除等も可能となる。コミュニティ規定は全世
界の有識者からのインプットも含め絶えず更新している。また、子どもの安全に関わる問題や、法執行機関へ
の通報が必要な暴力の具体的な脅威に直面した場合など、最もリスクが高く、極めて重要な問題には、常に
人が関与する。

⚫ 生成AI技術への対応: AIは異常検知の精度を向上させる防御側としても極めて有用であると評価している。
また、「Nudifyアプリ」開発業者などには削除や提訴などの措置を並行して講じる必要があるとしている。

民間事業者等による取組事例(Meta社)

■ 民間事業者による制度の実効性に関する見解 
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⚫ セーフティ・バイ・デザイン及び運用：Twitch は、サービス全体において安全な環境を維持するため、利用規約及び
コミュニティガイドラインを運用している。これらは、24時間365日体制のグローバルなトラスト＆セーフティチーム
によって支えられており、自動検知と人によるレビューを組み合わせることで、違反の可能性があるコンテンツを特
定し、対応している。

⚫ グローバル基準とと文脈依存的な有害性:深刻な有害行為については、地域を問わず一貫して禁止され、対応がなさ
れている。一方で、文脈に依存する有害性については、Twitch は文化的及び法的要因を考慮してコンテンツを評価
し、自社のコミュニティガイドラインに沿って対応を行っている。

⚫ 教育及びユーザー意識の向上:低重大性の違反（low-severity violations）については、Twitchは、より厳格な
措置が講じられる前に当該コンテンツがガイドラインに違反した理由を説明する通知をユーザーに提供する場合があ
り、これによりユーザーの理解を促進し、遵守を促している。

⚫ 年齢確認及び青少年保護: Twitch は、各国の法令に沿った年齢確認措置を導入しており、英国における年齢制限
コンテンツへのアクセス時の年齢確認や、オーストラリアにおける最低年齢要件などが含まれる。これらの措置は、ユ
ーザーのプライバシーを維持しつつ、年齢に適した利用環境を提供することを目的としている。

⚫ プロアクティブな検知及び安全対策システム:Twitchは、コミュニティガイドライン違反の可能性を、自動検出、能動
的なレビュー（プロアクティブレビュー）、及びユーザーからの通報を組み合わせることで特定している。これには、有
害なコンテンツやアカウントが可視化される前に防止するためのシステムや、ライブ配信中及び公開済みコンテンツ
をスキャンし、人によるレビューのためにフラグ付けする技術が含まれる。ライブ配信というリアルタイム性の高い特
性を踏まえ、Twitchは、自動検出、プロアクティブレビュー、並びに24時間365日体制のグローバルなTrust & 
Safety運用を組み合わせ、違反行為をリアルタイムで特定している。また、検出能力の向上に継続的に投資している。

民間事業者等による取組事例(Twitch社)

■ プラットフォーム事業者による具体的な対応
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民間事業者等による取組事例(Discord社) 

■ セーフティ・バイ・デザイン及び運用①(2026年3月)

⚫ Discordについて
Discordは、音声、ビデオ、テキスト機能を通じて、ゲームを楽しむことを中心に有意義なつながりを構築できるコミュニケーシ
ョン・プラットフォームである。当社の使命は、ゲームの前後及びプレイ中を通じて、人々が集うための最良の場所となることであ
る。
Discordはリアルタイムのコミュニケーションサービスであり、エンゲージメントの促進をアルゴリズムによる拡散（アルゴリズミ
ック・バイラリティ）に依存していない。ユーザーが所属していないサーバーから特定のコンテンツを推薦・表示するフィード機能
は備えていない。
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民間事業者等による取組事例(Discord社) 

■ セーフティ・バイ・デザイン及び運用②(2026年3月)
 

⚫ Discordのオンライン安全への取組
Discordは、ユーザーにとって前向きな体験を提供することに強くコミットしている。当社は、人による対応と技術的手段を組
み合わせることで、コミュニティガイドラインをプロアクティブに執行している。
また、他のユーザーが不正行為や有害コンテンツに接触する前に検知・削除できるよう、こうしたプロアクティブな取組に多大な
投資を行っている。これには、高度なツール、機械学習、専門チームの活用に加え、外部の業界専門家との連携が含まれる。
これらの取組は、新たかつ変化するリスクに対応するため継続的に見直し・改善されており、現時点では以下のようなツール及
び措置が含まれる。

- Discordユーザーは、プラットフォーム上で問題を報告することができる。ユーザーからの通報は当社のセーフティチーム
により処理され、必要に応じて執行措置が講じられる。 

- Discordは、有害なコンテンツや行為をプロアクティブに特定し、削除することで、ユーザーがそれらに接触する機会を減
らすよう努めている。 

- 当社は、画像ハッシュ技術や機械学習を活用した技術など、さまざまな手法を用いて当該行為を特定しており、既知及び未
知の児童性的虐待資料（CSAM）の検出に役立てている。 

- 当社は、児童性的虐待及び関連コンテンツや加害者について、米国の全米失踪・被搾取児童センター（NCMEC）に通報し
ており、同機関は法執行機関と連携して適切な対応を行う。 

- メタデータやネットワークパターンを用いた機械学習モデルにより、有害なコンテンツや活動を行う悪質な主体やコミュニ
ティを特定する。 

- 検知ツールによるフラグやユーザー通報に基づき、人による調査を実施する。 
- 自動モデレーション（AutoMod）機能を提供しており、キーワードフィルターやスパムフィルターなどを通じて、コミュニテ

ィレベルでのモデレーションを支援し、自動的に対応措置を発動できる。 

⚫ 違反が確認された場合、当社は当該コンテンツ又は行為の性質に応じて適切な対応を判断し、コンテンツの削除やユーザー
アカウントの停止等の措置を講じる。これらの対応結果は、警告システムを通じてユーザーに通知される。
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民間事業者等による取組事例(Discord社) 

■セーフティ・バイ・デザイン及び運用③(2026年3月)

⚫ パートナーシップ（Partnerships）
- Discordは2023年に、Tech Coalition が主導するクロスプラットフォームのシグナル共有プログラム「Lantern」の

創設メンバーとなった。Lanternは、企業が児童安全ポリシーを執行する能力を強化することを目的としており、児童安全
ポリシーに違反する活動やアカウントに関するシグナルを、安全かつ責任ある形で共有する仕組みを提供する。 

- Discordは、Internet Watch Foundation のメンバーであり、INHOPE とも連携している。これらの団体において
積極的に活動し、児童性的搾取及び虐待（CSEA）対策に関する広範な取組の一環として専門知見を共有している。 

- Discordはまた、「ROOST（Robust Open Online Safety Tools）」の創設メンバーでもある。ROOSTは2025年
に設立された非営利団体であり、あらゆる規模の組織に対して、無料かつオープンソースの安全対策ツールを提供してい
る。Discordは同団体に対し、資金、技術、及び従業員の専門知識を提供している。 

- Discordは「Safety Reporting Network」を運営している。これは、信頼できる外部機関と連携して構築されたグロ
ーバルなパートナーシップであり、これらの機関はDiscordのセーフティチームと直接協働し、問題のあるコンテンツをエ
スカレーションする役割を担う。世界中の50以上の団体（市民社会組織や非政府組織等）が参加しており、これらの「トラス
テッド・レポーター」は、有害コンテンツの可能性について通知する外部専門家として機能し、迅速な対応を支援している。ト
ラステッド・レポーターからの報告は優先的に審査・対応され、その結果は透明性確保のため報告者にフィードバックされる。 

- ヘイトや暴力的過激主義を助長するコンテンツへの対応に関しては、Discordは業界専門機関との連携から恩恵を受けて
おり、これには Global Internet Forum to Counter Terrorism(“GIFCT”)や Tech Against Terrorism 
(“TAT”)が含まれる。
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民間事業者等による取組事例(Discord社) 

■セーフティ・バイ・デザイン及び運用④(2026年3月)

⚫ ティーンに対するデフォルト安全設定（Teen Safe by Default）
2026年後半より、Discordはティーン向けのデフォルト安全設定（teen-by-default）を世界的に展開する予定である。
2025年には英国及びオーストラリアにおいて同様の仕組みを導入済みであり、今回のグローバル展開はこれを基盤として、世
界中で一貫した年齢に応じた保護措置を提供することを目的としている。

➢ デフォルト安全設定（Default Safety Settings）
本措置の導入後は、世界中の新規及び既存のDiscordユーザーに対し、プライバシーを重視しつつ年齢に応じた体験を支え
る新たなデフォルト設定が適用される。

- コンテンツフィルター（Content Filters）：
センシティブなコンテンツのぼかし解除や設定の無効化を行うには、成人としての年齢確認が必要となる。 

- 年齢制限付き空間（Age-gated Spaces）：
年齢制限のあるチャンネル、サーバー、アプリコマンドには、成人として年齢確認がなされたユーザーのみがアクセス可

能となる。 
- メッセージリクエスト受信箱（Message Request Inbox）：

見知らぬ可能性のある相手からのダイレクトメッセージは、デフォルトで別の受信箱に振り分けられる。また、この設定
の変更は、成人として年齢確認がなされたユーザーに限定される。

- フレンドリクエスト警告（Friend Request Alerts）：
見知らぬ可能性のある相手からのフレンドリクエストに対して、ユーザーに警告表示が行われる。 

- ステージ機能の制限（Stage Restrictions）：
サーバー内のステージ機能において発言できるのは、年齢確認がなされた成人ユーザーに限定される。 
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民間事業者等による取組事例(Discord社) 

■セーフティ・バイ・デザイン及び運用⑤(2026年3月)

➢ プライバシー重視の年齢確認（Privacy-Forward Age Assurance）
年齢確認は、この新たな利用体験の基盤であり、ユーザーのプライバシー及び選択を尊重する形で設計されている。
Discordユーザーは、顔による年齢推定（Facial Age Estimation）を利用するか、又は提携するベンダーに対して身分
証明書を提出する方法を選択でき、今後さらに選択肢が追加される予定である。
また、Discordは「年齢推定モデル（age inference model）」を導入する予定であり、これはバックグラウンドで動作し、
常にユーザーに明示的な年齢確認を求めることなく、当該アカウントが成人に属するかどうかの判断を補助するものであ
る。必要に応じて、年齢区分を確定するために複数の方法による確認が求められる場合がある。

【Discordの年齢確認アプローチにおける主なプライバシー保護措置】
- 端末内処理（On-device processing）：

顔年齢推定に使用される動画セルフィーは、ユーザーの端末外に送信されることはない。 
- 迅速な削除（Quick deletion）：

提携ベンダーに提出された身分証明書は、速やかに削除される（通常は年齢確認完了後、直ちに削除される）。 
- 簡易な年齢確認（Straightforward age assurance）：

通常、ユーザーは一度手続きを完了すれば、その後は確認された年齢区分に応じて利用体験が自動的に適用される。
追加の情報が必要な場合に限り、複数の方法による確認が求められる。 

- 非公開のステータス（Private status）：
ユーザーの年齢区分は、他のユーザーから閲覧することはできない。 

- 確認及び異議申立て（Confirmation and Appeal）：
所定の手続きを完了すると、Discord公式アカウントからダイレクトメッセージにより確認通知が送付される。また、割

り当てられた年齢区分は「My Account」設定からいつでも確認可能であり、再手続により異議申立て（再判定）を行う
こともできる。Discordは年齢確認に関する案内をDiscord内でのみ行い、現時点では電子メールやSMSによる通知
は行っていない。
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● OSA （Online Safety Act 2023）: 2023年オンライン安全法。

● Ofcom （Office of Communications）: 英国の通信・放送・郵便・オンライン安全規制当局。

● CSEA （Child Sexual Exploitation and Abuse）: 児童性的搾取・虐待。

● HEAA （Highly Effective Age Assurance）: 高度に効果的な年齢確認技術。
● DEP （Digital Education Platform）: デジタル教育プラットフォーム（DfE 主導の学校向けクラウド環境整備）。

● U2U （User-to-User Service）: ユーザー間サービス（SNS 等）。

● NCII （Non-Consensual Intimate Images）: 同意のない性的画像の共有（リベンジポルノ等）。

用語
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